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令和２年度　固定資産税(償却資産)申告の手引き
長　野　市

  市税につきましては、日頃からご理解、ご協力いただきありがとうございます。
　さて、固定資産税(償却資産)のご申告をいただくにあたり、この「申告の手引き」を
　参考にしていただき、申告書の作成をお願いします。

 提出期限は１月31日(金)です。
　　申告書は長野市役所資産税課または各支所へご提出ください（郵送可）。
　　期限間近の提出は大変混み合いますので、待ち時間が長くなる可能性があります。
　　早めの申告にご協力をお願いします。

機 械 及 び 装 置

１月20日(月)までの申告書提出にご協力をお願いします。

車両及び運搬具

構築物(建物附帯設備)

器具及び備品

1
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7

令和７年度　固定資産税（償却資産）申告の手引き

1月20日（月）までの申告書提出にご協力をお願いします。

提出期限は１月 31 日 (金)です。
　 申告書は長野市役所資産税課または各支所へご提出ください（郵送可）。
　 期限間近の提出は大変混雑しますので、待ち時間が長くなる可能性があります。
　 早めの申告にご協力をお願いします。
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令和４年度　固定資産税(償却資産)申告の手引き
長　野　市

  市税につきましては、日頃からご理解、ご協力いただきありがとうございます。
　さて、固定資産税(償却資産)のご申告をいただくにあたり、この「申告の手引き」を
　参考にしていただき、申告書の作成をお願いします。

 提出期限は１月31日（月）です。
　申告書は長野市役所資産税課または各支所へご提出ください（郵送可）。
　期限間近の提出は大変込み合いますので、待ち時間が長くなる可能性があります。
　早めの申告にご協力をお願いします。

機 械 及 び 装 置

１月20日(木)までの申告書提出にご協力をお願いします。

車両及び運搬具

構築物(建物附帯設備)

工具、器具及び備品
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令和５年度　固定資産税(償却資産)申告の手引き
長　野　市

  市税につきましては、日頃からご理解、ご協力いただきありがとうございます。
　さて、固定資産税(償却資産)のご申告をいただくにあたり、この「申告の手引き」を
　参考にしていただき、申告書の作成をお願いします。

 提出期限は１月31日（火）です。
　申告書は長野市役所資産税課または各支所へご提出ください（郵送可）。
　期限間近の提出は大変込み合いますので、待ち時間が長くなる可能性があります。
　早めの申告にご協力をお願いします。

機 械 及 び 装 置

１月20日(金)までの申告書提出にご協力をお願いします。

車両及び運搬具

構築物(建物附帯設備)

工具、器具及び備品
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《償却資産の例》
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 提出期限は１月31日（火）です。
　申告書は長野市役所資産税課または各支所へご提出ください（郵送可）。
　期限間近の提出は大変込み合いますので、待ち時間が長くなる可能性があります。
　早めの申告にご協力をお願いします。

機 械 及 び 装 置

１月20日(金)までの申告書提出にご協力をお願いします。

車両及び運搬具
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令和５年度　固定資産税(償却資産)申告の手引き
長　野　市

  市税につきましては、日頃からご理解、ご協力いただきありがとうございます。
　さて、固定資産税(償却資産)のご申告をいただくにあたり、この「申告の手引き」を
　参考にしていただき、申告書を作成のうえ、ご提出をお願いします。



－ 1－



　長野市において償却資産をお持ちの場合、毎年１月１日(賦課期日)の資産所有状況を
１月31日(法定期限)までに、長野市長宛に申告する必要があります(地方税法第383
条)(今回は１月31日が休日のため２月１日までに申告)。
　なお、この申告は所得税・法人税の申告とは目的や内容が異なるため、別途、申告書
を提出する必要があります。

 なお、用途廃止資産(生産方式の変更、機能の劣化等の理由で使用しなくなり、他に転
用する見込みはないが、解体･撤去しない状態にある資産)は申告不要です。

(4) 提出方法

 期限間近の提出は大変混み合いますので、早めの提出にご協力をお願いします。

(5) 提出期限

令和３年２月１日(月) 消印有効

 申告書は２枚複写となっていますので、１枚目の「提出用」をご提出ください。
 なお、「控用」に受付印が必要な方は、２枚とも提出してください。（郵送で提出する
場合は、お手数ですが切手を貼った返信用封筒を同封してください。）

 提出期限までに申告書を提出していただけない場合、みなし課税（昨年度の資産状況で
の課税）が行われたり、当初課税(５月)に間に合わず、第２期(７月)以降の課税となる
ことがあります。

(1)償却資産の申告とは

１　償却資産申告のあらまし

 長野市役所資産税課18番・19番窓口、各支所窓口または郵送にてご提出ください。

イ 法人 → 減価償却資産の償却額の計算に関する明細書、固定資産台帳等

(2) 申告する償却資産

 申告書は次の書類を参考に作成してください。

ア 個人 → 所得税申告書の減価償却費の内訳部分等

　令和３年１月１日現在、事業のために使用している資産のうち、土地･家屋以外の有
形固定資産で、所得税･法人税において減価償却の対象となる資産です。
（詳細はＰ６～７、16を参照）

(3) 申告書の書き方が分からない場合

 長野市役所資産税課償却資産担当(TEL 026-224-8376 直通)にお問い合わせくださ
 また、直接来庁される場合は、上記(2)アまたはイの書類と印鑑をお持ちください。

　個人や法人で工場や商店、農業等を営んでいる方や、駐車場やアパートを貸し付け
ている方や、太陽光発電等で売電を行っている方が、その事業に用いることができる
土地、家屋以外の事業用資産を「償却資産」といい、土地、家屋と同じように固定資産
税が課税されます。

　※税理士事務所等に事務を依頼する場合は、担当の方にご相談ください。

 遊休資産、未稼働資産、建設仮勘定中の資産、簿外資産、減価償却済みの資産、所有権
移転等が前提のリース資産等は申告が必要です。

 また、取得価額が10万円未満でも減価償却費を計上している資産や決算期以後に取得し
た資産で、これから減価償却費を計上する資産も申告が必要です。

　長野市において償却資産をお持ちの場合、毎年１月１日(賦課期日)の資産所有状況を
１月31日(法定期限)までに、長野市長宛に申告する必要があります(地方税法第383
条)(今回は１月31日が休日のため２月１日までに申告)。
　なお、この申告は所得税・法人税の申告とは目的や内容が異なるため、別途、申告書
を提出する必要があります。

 なお、用途廃止資産(生産方式の変更、機能の劣化等の理由で使用しなくなり、他に転
用する見込みはないが、解体･撤去しない状態にある資産)は申告不要です。

(4) 提出方法

 期限間近の提出は大変混み合いますので、早めの提出にご協力をお願いします。

(5) 提出期限

令和３年２月１日(月) 消印有効

 申告書は２枚複写となっていますので、１枚目の「提出用」をご提出ください。
 なお、「控用」に受付印が必要な方は、２枚とも提出してください。（郵送で提出する
場合は、お手数ですが切手を貼った返信用封筒を同封してください。）

 提出期限までに申告書を提出していただけない場合、みなし課税（昨年度の資産状況で
の課税）が行われたり、当初課税(５月)に間に合わず、第２期(７月)以降の課税となる
ことがあります。

(1)償却資産の申告とは

１　償却資産申告のあらまし

 長野市役所資産税課18番・19番窓口、各支所窓口または郵送にてご提出ください。

イ 法人 → 減価償却資産の償却額の計算に関する明細書、固定資産台帳等

(2) 申告する償却資産

 申告書は次の書類を参考に作成してください。

ア 個人 → 所得税申告書の減価償却費の内訳部分等

　令和３年１月１日現在、事業のために使用している資産のうち、土地･家屋以外の有
形固定資産で、所得税･法人税において減価償却の対象となる資産です。
（詳細はＰ６～７、16を参照）

(3) 申告書の書き方が分からない場合

 長野市役所資産税課償却資産担当(TEL 026-224-8376 直通)にお問い合わせくださ
 また、直接来庁される場合は、上記(2)アまたはイの書類と印鑑をお持ちください。

　個人や法人で工場や商店、農業等を営んでいる方や、駐車場やアパートを貸し付け
ている方や、太陽光発電等で売電を行っている方が、その事業に用いることができる
土地、家屋以外の事業用資産を「償却資産」といい、土地、家屋と同じように固定資産
税が課税されます。

　※税理士事務所等に事務を依頼する場合は、担当の方にご相談ください。

 遊休資産、未稼働資産、建設仮勘定中の資産、簿外資産、減価償却済みの資産、所有権
移転等が前提のリース資産等は申告が必要です。

 また、取得価額が10万円未満でも減価償却費を計上している資産や決算期以後に取得し
た資産で、これから減価償却費を計上する資産も申告が必要です。

　長野市において償却資産をお持ちの場合、毎年１月１日(賦課期日)の資産所有状況を
１月31日(法定期限)までに、長野市長宛に申告する必要があります(地方税法第383
条)(今回は１月31日が休日のため２月１日までに申告)。
　なお、この申告は所得税・法人税の申告とは目的や内容が異なるため、別途、申告書
を提出する必要があります。

 なお、用途廃止資産(生産方式の変更、機能の劣化等の理由で使用しなくなり、他に転
用する見込みはないが、解体･撤去しない状態にある資産)は申告不要です。

(4) 提出方法

 期限間近の提出は大変混み合いますので、早めの提出にご協力をお願いします。

(5) 提出期限

令和３年２月１日(月) 消印有効

 申告書は２枚複写となっていますので、１枚目の「提出用」をご提出ください。
 なお、「控用」に受付印が必要な方は、２枚とも提出してください。（郵送で提出する
場合は、お手数ですが切手を貼った返信用封筒を同封してください。）

 提出期限までに申告書を提出していただけない場合、みなし課税（昨年度の資産状況で
の課税）が行われたり、当初課税(５月)に間に合わず、第２期(７月)以降の課税となる
ことがあります。

(1)償却資産の申告とは

１　償却資産申告のあらまし

 長野市役所資産税課18番・19番窓口、各支所窓口または郵送にてご提出ください。

イ 法人 → 減価償却資産の償却額の計算に関する明細書、固定資産台帳等

(2) 申告する償却資産

 申告書は次の書類を参考に作成してください。

ア 個人 → 所得税申告書の減価償却費の内訳部分等

　令和３年１月１日現在、事業のために使用している資産のうち、土地･家屋以外の有
形固定資産で、所得税･法人税において減価償却の対象となる資産です。
（詳細はＰ６～７、16を参照）

(3) 申告書の書き方が分からない場合

 長野市役所資産税課償却資産担当(TEL 026-224-8376 直通)にお問い合わせくださ
 また、直接来庁される場合は、上記(2)アまたはイの書類と印鑑をお持ちください。

　個人や法人で工場や商店、農業等を営んでいる方や、駐車場やアパートを貸し付け
ている方や、太陽光発電等で売電を行っている方が、その事業に用いることができる
土地、家屋以外の事業用資産を「償却資産」といい、土地、家屋と同じように固定資産
税が課税されます。

　※税理士事務所等に事務を依頼する場合は、担当の方にご相談ください。

 遊休資産、未稼働資産、建設仮勘定中の資産、簿外資産、減価償却済みの資産、所有権
移転等が前提のリース資産等は申告が必要です。

 また、取得価額が10万円未満でも減価償却費を計上している資産や決算期以後に取得し
た資産で、これから減価償却費を計上する資産も申告が必要です。

　長野市において償却資産をお持ちの場合、毎年１月１日(賦課期日)の資産所有状況を
１月31日(法定期限)までに、長野市長宛に申告する必要があります(地方税法第383
条)(今回は１月31日が休日のため２月１日までに申告)。
　なお、この申告は所得税・法人税の申告とは目的や内容が異なるため、別途、申告書
を提出する必要があります。

 なお、用途廃止資産(生産方式の変更、機能の劣化等の理由で使用しなくなり、他に転
用する見込みはないが、解体･撤去しない状態にある資産)は申告不要です。

(4) 提出方法

 期限間近の提出は大変混み合いますので、早めの提出にご協力をお願いします。

(5) 提出期限

令和３年２月１日(月) 消印有効

 申告書は２枚複写となっていますので、１枚目の「提出用」をご提出ください。
 なお、「控用」に受付印が必要な方は、２枚とも提出してください。（郵送で提出する
場合は、お手数ですが切手を貼った返信用封筒を同封してください。）

 提出期限までに申告書を提出していただけない場合、みなし課税（昨年度の資産状況で
の課税）が行われたり、当初課税(５月)に間に合わず、第２期(７月)以降の課税となる
ことがあります。

(1)償却資産の申告とは

１　償却資産申告のあらまし

 長野市役所資産税課18番・19番窓口、各支所窓口または郵送にてご提出ください。

イ 法人 → 減価償却資産の償却額の計算に関する明細書、固定資産台帳等

(2) 申告する償却資産

 申告書は次の書類を参考に作成してください。

ア 個人 → 所得税申告書の減価償却費の内訳部分等

　令和３年１月１日現在、事業のために使用している資産のうち、土地･家屋以外の有
形固定資産で、所得税･法人税において減価償却の対象となる資産です。
（詳細はＰ６～７、16を参照）

(3) 申告書の書き方が分からない場合

 長野市役所資産税課償却資産担当(TEL 026-224-8376 直通)にお問い合わせくださ
 また、直接来庁される場合は、上記(2)アまたはイの書類と印鑑をお持ちください。

　個人や法人で工場や商店、農業等を営んでいる方や、駐車場やアパートを貸し付け
ている方や、太陽光発電等で売電を行っている方が、その事業に用いることができる
土地、家屋以外の事業用資産を「償却資産」といい、土地、家屋と同じように固定資産
税が課税されます。

　※税理士事務所等に事務を依頼する場合は、担当の方にご相談ください。

 遊休資産、未稼働資産、建設仮勘定中の資産、簿外資産、減価償却済みの資産、所有権
移転等が前提のリース資産等は申告が必要です。

 また、取得価額が10万円未満でも減価償却費を計上している資産や決算期以後に取得し
た資産で、これから減価償却費を計上する資産も申告が必要です。

　
(1)償却資産の申告とは

１　償却資産申告のあらまし

　長野市において償却資産をお持ちの場合、毎年１月１日(賦課期日)の資産所有状況を
１月31日(法定期限)までに、長野市長宛に申告する必要があります(地方税法第383
条)。なお、この申告は所得税・法人税の申告とは目的や内容が異なるため、別途、申
告書を提出する必要があります。

 長野市役所資産税課18番・19番窓口、各支所窓口または郵送にてご提出ください。

イ 法人 → 減価償却資産の償却額の計算に関する明細書、固定資産台帳等

(2) 申告する償却資産

 申告書は次の書類を参考に作成してください。

ア 個人 → 所得税申告書の減価償却費の内訳部分等

　平成31年１月１日現在、事業のために使用している資産のうち、土地･家屋以外の有
形固定資産で、所得税･法人税において減価償却の対象となる資産です。
（詳細はＰ６～７、16を参照）

(3) 申告書の書き方が分からない場合

 長野市役所資産税課償却資産担当(TEL 026-224-8376 直通)にお問い合わせくださ
 また、直接来庁される場合は、上記(2)アまたはイの書類と印鑑をお持ちください。

　個人や法人で工場や商店、農業等を営んでいる方や、駐車場やアパートを貸し付け
ている方や、太陽光発電等で売電を行っている方が、その事業に用いることができる
土地、家屋以外の事業用資産を「償却資産」といい、土地、家屋と同じように固定資産
税が課税されます。

　※税理士事務所等に事務を依頼する場合は、担当の方にご相談ください。

 遊休資産、未稼働資産、建設仮勘定中の資産、簿外資産、減価償却済みの資産、所有
権移転等が前提のリース資産等は申告が必要です。

 また、取得価額が10万円未満でも減価償却費を計上している資産や決算期以後に取得
した資産で、これから減価償却費を計上する資産も申告が必要です。

 なお、用途廃止資産(生産方式の変更、機能の劣化等の理由で使用しなくなり、他に転
用する見込みはないが、解体･撤去しない状態にある資産)は申告不要です。

(4) 提出方法

 期限間近の提出は大変込み合いますので、早めの提出にご協力をお願いします。

(5) 提出期限

平成31年１月31日(木) 消印有効

 申告書は２枚複写となっていますので、１枚目の「提出用」をご提出ください。
 なお、「控用」に受付印が必要な方は、２枚とも提出してください。（郵送で提出す
る場合は、お手数ですが切手を貼った返信用封筒を同封してください。）

 提出期限までに申告書を提出していただけない場合、みなし課税（昨年度の資産状況
での課税）が行われたり、当初課税(５月)に間に合わず、第２期(７月)以降の課税とな
ることがあります。

　長野市において償却資産をお持ちの場合、 毎年１月１日(賦課期日)の資産所有状況を
１月31日(法定期限)までに、長野市長宛に申告する必要があります。(地方税法第383条)
　なお、この申告は所得税・法人税の申告とは目的や内容が異なるため、別途、申告書
を提出する必要があります。

また、直接来庁される場合は、上記(2)アまたはイの書類をお持ちください。

令和７年１月３１日（金）消印有効

個人や法人で工場や商店、農業等を営んでいる方、駐車場やアパートを貸し付けてい
る方、太陽光発電等で売電を行っている方が、その事業に用いることができる土地、家
屋以外の事業用資産を「償却資産」といい、 土地、 家屋と同じように固定資産税が課され
ます。

　遊休資産、未稼働資産、建設仮勘定中の資産、簿外資産、減価償却済みの資産、所有権
移転等が前提のリース資産等は申告が必要です。
　法人の決算期以降、令和７年１月１日までに取得した資産についても申告が必要です。
　取得価額が10万円未満の資産であっても個別に減価償却している資産は申告が必要です。
ただし、個人の場合には取得価額が10万円未満の資産は個別に減価償却することはないた
め申告不要です。
　なお、用途廃止資産(生産方式の変更、機能の劣化等の理由で使用しなくなり、他に転用
する見込みはないが、解体･撤去しない状態にある資産)は申告不要です。

　期限間近の提出は大変混雑しますので、早めの提出にご協力をお願いします。

令和７年１月１日現在

－ 1－



(7) 申告方法(電算処理による全資産申告)

 決算における電算データを使用し、独自の申告書を使用する電算処理やエルタックスに
より申告される方は、償却資産申告書に所有者コード、令和５年１月１日現在 長野市内
に所在する全資産の１月１日現在の評価額及び課税標準額も記入してください。
 また、増加明細、減少明細及び全資産明細も併せて提出してください。

 申告する資産
 がある方 ○ ○

種類別明細書(増加資産･全資産用)に、長野市内に所
在する全資産を記入してください。

(Ｐ３、４ 記入例 参照)

 申告する資産
 がない方 ○

償却資産申告書「17-③該当資産なし」欄を○で囲ん
でください。
今後も資産取得の予定がない場合、その旨を「17 備
考」欄にご記入いただければ、申告書の送付を停止し
ます。改めて資産取得した際には、資産税課償却資産
担当(TEL 026-224-8376)までご連絡ください。

(Ｐ３ 記入例 参照)

※申告期限までに申告がない場合、令和４年度の資産状況で課税（みなし課税）を行い、
５月上旬に納税通知書を発送いたします。
イ 初めて申告する方
 所得税･法人税における減価償却資産のうち、対象となる資産を次のとおり申告してく
ださい。

申 告 の 区 分 償却資産申告書
種類別明細書

注 意 点増加資産･全資産用

（第26号様式） (第26号様式 別表１)

 申告する資産
 がない方 ○

償却資産申告書「17-③ 該当資産な
し」欄を○で囲んでください。
市内事業所の廃止、廃業、解散等の変
更事由がある方は、併せて「※該当資
産なしの場合」欄も記入してくださ
い。

(Ｐ３ 記入例 参照)

 資産が増加
 し、異動
 (減少･訂正)
 がある方

○ ○ ○

償却資産申告書「17-② 資産増減あ
り」欄を○で囲んでください。
種類別明細書(増加資産･全資産用)の
必要項目を記入し、種類別明細書
（減少資産用）に印字している資産の
うち、異動資産の行番号を○で囲
み、必要事項を記入してください。

(Ｐ３～５ 記入例 参照)

 資産が増加
 した方 ○ ○

償却資産申告書「17-② 資産増減あ
り」欄を○で囲んでください。
増加した方は、種類別明細書(増加資
産･全資産用)の必要項目を記入して
ください。
異動がある方は、種類別明細書(減少
資産用)に印字している資産のうち、
異動資産の行番号を○で囲み、必要
項目を記入してください。

 資産に異動
 (減少･訂正)
 がある方

○ ○

(Ｐ３～５ 記入例 参照)

 資産の増減
 がない方

○同封のはがき（簡易申告書）で
資産の増減がない申告が出来ます
（切手不要）

償却資産申告書「17-① 資産増減な
し」欄を○で囲んでの申告書提出も可
能です。

増減がなくても申告は必要です (Ｐ３ 記入例 参照)

(6) 申告方法(普通申告)

ア　今までに申告したことのある方
送付いたしました「償却資産申告書」及び「種類別明細書(減少資産用)」に前年度まで
の申告内容を印字していますので、内容を確認し次のとおり申告してください。

申 告 の 区 分 償却資産申告書
種 類 別 明 細 書

注 意 点増加資産･全資産用 減少資産用
（第26号様式） (第26号様式 別表１) (第26号様式 別表２)

(7) 申告方法(電算処理による全資産申告)

 決算における電算データを使用し、独自の申告書を使用する電算処理やエルタックスに
より申告される方は、償却資産申告書に所有者コード、令和５年１月１日現在 長野市内
に所在する全資産の１月１日現在の評価額及び課税標準額も記入してください。
 また、増加明細、減少明細及び全資産明細も併せて提出してください。

 申告する資産
 がある方 ○ ○

種類別明細書(増加資産･全資産用)に、長野市内に所
在する全資産を記入してください。

(Ｐ３、４ 記入例 参照)

 申告する資産
 がない方 ○

償却資産申告書「17-③該当資産なし」欄を○で囲ん
でください。
今後も資産取得の予定がない場合、その旨を「17 備
考」欄にご記入いただければ、申告書の送付を停止し
ます。改めて資産取得した際には、資産税課償却資産
担当(TEL 026-224-8376)までご連絡ください。

(Ｐ３ 記入例 参照)

※申告期限までに申告がない場合、令和４年度の資産状況で課税（みなし課税）を行い、
５月上旬に納税通知書を発送いたします。
イ 初めて申告する方
 所得税･法人税における減価償却資産のうち、対象となる資産を次のとおり申告してく
ださい。

申 告 の 区 分 償却資産申告書
種類別明細書

注 意 点増加資産･全資産用

（第26号様式） (第26号様式 別表１)

 申告する資産
 がない方 ○

償却資産申告書「17-③ 該当資産な
し」欄を○で囲んでください。
市内事業所の廃止、廃業、解散等の変
更事由がある方は、併せて「※該当資
産なしの場合」欄も記入してくださ
い。

(Ｐ３ 記入例 参照)

 資産が増加
 し、異動
 (減少･訂正)
 がある方

○ ○ ○

償却資産申告書「17-② 資産増減あ
り」欄を○で囲んでください。
種類別明細書(増加資産･全資産用)の
必要項目を記入し、種類別明細書
（減少資産用）に印字している資産の
うち、異動資産の行番号を○で囲
み、必要事項を記入してください。

(Ｐ３～５ 記入例 参照)

 資産が増加
 した方 ○ ○

償却資産申告書「17-② 資産増減あ
り」欄を○で囲んでください。
増加した方は、種類別明細書(増加資
産･全資産用)の必要項目を記入して
ください。
異動がある方は、種類別明細書(減少
資産用)に印字している資産のうち、
異動資産の行番号を○で囲み、必要
項目を記入してください。

 資産に異動
 (減少･訂正)
 がある方

○ ○

(Ｐ３～５ 記入例 参照)

 資産の増減
 がない方

○同封のはがき（簡易申告書）で
資産の増減がない申告が出来ます
（切手不要）

償却資産申告書「17-① 資産増減な
し」欄を○で囲んでの申告書提出も可
能です。

増減がなくても申告は必要です (Ｐ３ 記入例 参照)

(6) 申告方法(普通申告)

ア　今までに申告したことのある方
送付いたしました「償却資産申告書」及び「種類別明細書(減少資産用)」に前年度まで
の申告内容を印字していますので、内容を確認し次のとおり申告してください。

申 告 の 区 分 償却資産申告書
種 類 別 明 細 書

注 意 点増加資産･全資産用 減少資産用
（第26号様式） (第26号様式 別表１) (第26号様式 別表２)

※申告期限までに申告がない場合、令和６年度の資産状況で課税（みなし課税）を行い、
５月上旬に納税通知書を発送いたします。

　決算における電算データを使用し、独自の申告書を使用する電算処理やエルタックス（地
方税ポータルシステム）により申告される方は、償却資産申告書に所有者コード、令和７
年１月１日現在 長野市内に所在する全資産の１月１日現在の評価額及び課税標準額も記
入してください。
　また、増加明細、減少明細及び全資産明細も併せて提出してください。

資産の増減がない申告ができます

(6) 申告方法(一般申告)

ア　今までに申告したことのある方
送付いたしました「償却資産申告書」及び「種類別明細書(減少資産用)」に前年度まで
の申告内容を印字していますので、内容を確認し次のとおり申告してください。

申 告 の 区 分 償却資産申告書
種 類 別 明 細 書

注 意 点増加資産･全資産用 減少資産用
（第26号様式） (第26号様式 別表１) (第26号様式 別表２)

 資産の増減
 がない方

○同封のはがき（簡易申告書）で
資産の増減がない申告が出来ます
（切手不要）

償却資産申告書「17-① 資産増減な
し」欄を○で囲んでの申告書提出も可
能です。

増減がなくても申告は必要です (Ｐ３ 記入例 参照)

 資産が増加
 した方 ○ ○

償却資産申告書「17-② 資産増減あ
り」欄を○で囲んでください。
増加した方は、種類別明細書(増加資
産･全資産用)の必要項目を記入して
ください。
異動がある方は、種類別明細書(減少
資産用)に印字している資産のうち、
異動資産の行番号を○で囲み、必要
項目を記入してください。

 資産に異動
 (減少･訂正)
 がある方

○ ○

(Ｐ３～５ 記入例 参照)

 資産が増加
 し、異動
 (減少･訂正)
 がある方

○ ○ ○

償却資産申告書「17-② 資産増減あ
り」欄を○で囲んでください。
種類別明細書(増加資産･全資産用)の
必要項目を記入し、種類別明細書
（減少資産用）に印字している資産の
うち、異動資産の行番号を○で囲
み、必要事項を記入してください。

(Ｐ３～５ 記入例 参照)

 申告する資産
 がない方 ○

償却資産申告書「17-③ 該当資産な
し」欄を○で囲んでください。
市内事業所の廃止、廃業、解散等の変
更事由がある方は、併せて「※該当資
産なしの場合」欄も記入してくださ
い。

(Ｐ３ 記入例 参照)

※申告期限までに申告がない場合、令和４年度の資産状況で課税（みなし課税）を行い、
５月上旬に納税通知書を発送いたします。
イ 初めて申告する方
 所得税･法人税における減価償却資産のうち、対象となる資産を次のとおり申告してく
ださい。

申 告 の 区 分 償却資産申告書
種類別明細書

注 意 点増加資産･全資産用

（第26号様式） (第26号様式 別表１)

(7) 申告方法(電算処理による全資産申告)

 決算における電算データを使用し、独自の申告書を使用する電算処理やエルタックスに
より申告される方は、償却資産申告書に所有者コード、令和５年１月１日現在 長野市内
に所在する全資産の１月１日現在の評価額及び課税標準額も記入してください。
 また、増加明細、減少明細及び全資産明細も併せて提出してください。

 申告する資産
 がある方 ○ ○

種類別明細書(増加資産･全資産用)に、長野市内に所
在する全資産を記入してください。

(Ｐ３、４ 記入例 参照)

 申告する資産
 がない方 ○

償却資産申告書「17-③該当資産なし」欄を○で囲ん
でください。
今後も資産取得の予定がない場合、その旨を「17 備
考」欄にご記入いただければ、申告書の送付を停止し
ます。改めて資産取得した際には、資産税課償却資産
担当(TEL 026-224-8376)までご連絡ください。

(Ｐ３ 記入例 参照)
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〒
3
8
0
-
8
5
1
2

長
野
市
大
字
鶴
賀
緑
町

1
6
1
3
番
地

〒
38
8-
80
06

長
野

市
篠

ノ
井

御
幣

川
28
1-
1篠

ノ
井

支
店

に
送

付
希

望
昭
和

4
7
　
年
　
　
８
　
月

Ｔ
Ｅ
Ｌ

2
2
6
-
4
9
1
1

　
　

 株
式
会
社

長
野
市
　
有
限
会
社

（
屋
号

）

前
年
中
に
減
少
し
た
も
の
（
ロ
）

前
年
中
に
取
得
し
た
も
の
（
ハ
）

1
7

備
考
（
添
付
書
類
等
）
　
　
　
　
　
　
種
類
別
明
細
書
　
増
加
　
　
　
　
枚
、
全
資
産
　
　
　
　
枚
、
減
少
　
　
　
　
枚

1,
18
3,
00
0

77
,9
13

,0
00

①
資
産
増
減
な
し

＊
＊

＊
③
該
当
資
産
な
し

評
価

額
（
ホ

）
決

定
価

格
（
ヘ

）
※
該
当
資
産
な
し
の
場
合
、
以
下
に
つ
い
て
も
○
印
を
お
願
い
し
ま
す
。

　
廃
業
・
解
散
・
市
外
転
出
等
（
　
　
年
　
　
月
）
、
事
業
は
し
て
い
る
が
資
産
は
な
い

　
　

　
  

月
　

　
　

日
　

特
例

　
　

　
承

継
　

 ５
　

　
　

６

所
有

者
情

報
送

付
先

確
認

1
8
　

決
　

算
　

期
申

告
書

控
内

容
点

検
オ

ン
ラ

イ
ン

指
定

年
職

権

　
　

　
  

月
　

　
　

日
　

増
加

　
　

　
減

少
 　

１
　

　
　

２
　

不
要

　
　

　
訂

正
  

 ３
　

　
　

４

　
 こ

の
申
告
に
応
答
す
る

　
 者

 の
係
及
び
氏

 名
　
Ｔ
Ｅ
Ｌ
　

2
2
6
-
4
9
1
1

1,
27
2,
00
0

該
当
す
る
項
目
に
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。

※
未

記
入

で
可

(電
算

処
理

に
よ

る
申

告
の

場
合

は
 記

入
必

要
）

　
令

和
６

年
7
月

　
長

野
市

株
式

会
社

へ
名

称
変

更

5
車

両
及

び
運

搬
具

5
0

百
万
円

1
0
　
非
課
税
該
当
資
産

有
・
無

有
・
無

5
 事

業
開
始
年
月

昭
和
４
７
　
年
　
　
８
　
月

1
1
　
課

 税
 標

 準
 の

 特
 例

有
・
無

建
設
業

1
3
　
税
務
会
計
上
の
償
却
方
法

定
率

法
・
定

額
法

1
4
　
青
　
　
色
　
　
申
　
　
告

有
・
無

1
2
　
特
別
償
却
又
は
圧
縮
記
帳

 9
　

 増
 加

 償
 却

 の
 届

 出

償
却

資
産

申
告

書
の
記

入
例

令
和
　
　
年
　
　
月
　
　
日

　
　
　
　
申

 告
 先

　
　
長
　
野

 市
 長

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
償

　
却

　
資

　
産

　
申

　
告

　
書

令
和

７
年
度
　
　
　
期

所
有

者
コ

ー
ド

本
番

枝
番

8
0
9
9
9
9
9
9

所 有 者

1
　
　
住
　
　
所

 又
は
納
税
通

 知
書
送
達
先

個
人
番
号
又

は
法
人
番
号

★
★
★
★
★
★
★
★
★
★
★
★
★
★
★
★
★
★
★
★
★
★
★
★
★

 8
　

 短
縮
耐
用
年
数
の
承
認

有
・
無

事
業
種
目

（
資
本
金
等
の
額
）

1,
05
0,
00
0

76
,8
00

,0
00

代
表
取
締
役
　
長
野
　
市
郎

7
 税

理
士
等
の

 氏
 名

　
篠
ノ
井
会
計
事
務
所
　
篠
ノ
井
　
次
郎

　
Ｔ
Ｅ
Ｌ
　
2
2
4
-
8
3
7
6

第 二 十 六 号 様 式 提 出

用

2
　
　
氏
　
　
名

 法
人
に
あ
っ

 て
は
そ
の
名

 称
及
び
代
表

 者
の
氏
名

有
・
無

資
産

の
種

類
取

得
価

額

1
5
　
長
野
市
内
に
お
け
る

　
 　
事
業
所
等
資
産
の

 　
　
所
　
在
　
地

①
長
野
市

自
 己

 所
 有

借
  

  
  

  
 家

前
年
前
に
取
得
し
た
も
の
（
イ
）

計
（
（
イ
）
-
（
ロ
）
+
（
ハ
）
）
（
ニ
）

1
構

築
物

③
長
野
市

自
 己

 所
 有

借
  

  
  

  
 家

7
5
,9

3
0
,0

0
0

30
0,
00
0

20
0,
00
0

70
0,
00
0

②
長
野
市

自
 己

 所
 有

借
  

  
  

  
 家

80
0,
00
0

3
0
0
,0

0
0

2
機

械
及

び
装

置
18
0,
00
0

3
船

舶

7
7
,5

3
8
,8

0
0

4
航

空
機

5
車

両
及

び
運

搬
具

1
6
　
借

 用
 資

 産
　
　
　

 （
有
・
無
）

貸
　
主
　
の
　
名
　
称
　
等

長
野

リ
ー

ス

1
,3

0
8
,8

0
0

6
工

具
、
器

具
及

び
備

品
61

,0
00

15
0,
00
0

2

7
合

計
54
1,
00
0

1,
40
0,
00
0

78
,7
72

,0
00

機
械

及
び

装
置

※
　
申
告
書
発
送
日
現
在
で
の
登
録
内
容
を
印
字
し
て
い
ま
す
の
で
、
内
容
を
ご
確
認
い
た
だ
き
、
変

更
･
訂

正
等

が
あ

る
場

合
は
、
訂

正
・

追
加

記
入

し
て
く
だ

　
　
さ
い
。
な
お
、
印
字
の
な
い
用
紙
の
場
合
は
、
記
入
例
を
参
考
に
必
要
事
項
を
も
れ
な
く
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

7
合

計

資
産

の
種

類
課

税
標

準
額

（
ト
）

1
構

築
物

工
具

、
器

具
及

び
備

品
64

航
空

機

3
船

舶

受
付

印

取
得

価
額

(イ
)欄

→
 令

和
６

年
１

月
１

日
以

前
に

取
得

し
た

資
産

の
種

類
ご

と
の

取
得

価
額

を

印
字

し
て

い
ま

す
。

今
回

、
申

告
も

れ
や

金
額

訂
正

の
申

告
が

あ
る

場
合

は
、

こ
の

欄
を

訂
正

し
て

く
だ

さ
い

。

(ロ
)欄

→
 令

和
６

年
１

月
２

日
～

令
和

７
年

１
月

１
日

の
間

に
減

少
し

た
資

産
の

取
得

価
額

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

(ハ
)欄

→
 令

和
６

年
１

月
２

日
～

令
和

７
年

１
月

１
日

の
間

に
取

得
し

た
資

産
の

取
得

価
額

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

※
資

産
の

種
類

ご
と

の
取

得
価

額
は

１
～

６
欄

に
、

合
計

の
取

得
価

額
は

７
欄

に
、

そ
れ

ぞ
れ

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

1
7
 備

考
：

下
記

の
場

合
は

詳
細

に
つ

い
て

、
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

(1
) 

個
人

で
、

事
業

(資
産

)を
承

継
し

た
場

合

(2
) 

法
人

で
名

称
変

更
･合

併
･法

人

格
の

取
得

等
の

組
織

改
変

が
あ

っ
た

場
合

1
7
-
③

　
該

当
資

産
な

し
：

申
告

対
象

資
産

が
な

い
場

合
は

、
○

で
囲

ん
で

く
だ

さ
い

。

＊
資

産
が

な
く
な

っ
た

翌
年

は
申

告

が
必

要
で

す
。

1
7
-
③

該
当

資
産

な
し

の
理

由
：

該
当

資
産

が
な

い
場

合
、

そ
の

理
由

等
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

１
住

所
･電

話
番

号
等

：

変
更

の
あ

る
場

合
は

、
訂

正

し
て

く
だ

さ
い

。
ま

た
、

送
付

先

を
登

録
住

所
以

外
に

希
望

す

る
場

合
は

余
白

に
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

2
 氏

名
：

法
人

で
社

名
変

更
し

た
場

合

は
訂

正
し

て
く
だ

さ
い

。

43 6

大
字

鶴
賀

緑
町

16
13

篠
ノ
井
御
幣
川

28
1-
1

②
資
産
増
減
あ
り

8
～

1
4
に

つ
い

て
は

い
ず

れ
か

に

○
印

を
つ

け
て

く
だ

さ
い

。

9
 増

加
償

却
の

届
出

：
該

当
が

あ
る

場
合

、
承

認
通

知
書

（
写

）
等

の
内

容
を

確
認

で
き

る
書

類

を
提

出
し

て
く
だ

さ
い

。

1
1
 課

税
標

準
の

特
例

：
新

た
に

該
当

資
産

を
取

得
し

た
場

合

は
「
非

課
税

申
告

書
」
又

は
「
課

税
標

準
の

特
例

に
係

る
届

出
書

」
を

提
出

し

て
く
だ

さ
い

。

1
2
 特

別
償

却
又

は
圧

縮
記

帳
：

固
定

資
産

税
（
償

却
資

産
）
に

お
い

て

適
用

は
あ

り
ま

せ
ん

。

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
詳

し
く
は

1
7
ペ

ー
ジ

参
照

1
5
 長

野
市

内
に

お
け

る
事

業
所

等
の

所
在

地
：

印
字

し
て

い
る

住
所

以
外

に
資

産
所

在
地

が
あ

る
場

合
は

、
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

1
7
-
①

資
産

増
減

な
し

：

同
封

の
は

が
き

（
簡

易
申

告
ハ

ガ
キ

）
で

資
産

増
減

な
し

の
申

告
が

で
き

ま
す

。

1
7
-
②

資
産

増
減

あ
り

：

申
告

書
と

種
類

別
明

細
書

（
増

加
資

産
・

全
資

産
用

、
減

少
資

産
用

）
の

提
出

が
必

要
で

す
。

長
野
市
リ
ー
ス
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種
類
別
明
細
書
(増

加
資
産
･全

資
産
用
)の

記
入
例

年 号
年

月

0
1

1
1

4 5
31

4
50
0
00
0
10

1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6
○

0
2

1
1

5
7

1
20
0
00
0
20

1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

0
3

2
廃

水
処

理
装

置
1

5
6

8
1
05
0
00
0
11

1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

0
4

6
1

30
12

15
0
00
0

5
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

0
5

5
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

0
6

5
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

0
7

5
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

0
8

4
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

0
9

4
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

1
0

4
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

1
1

4
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

1
2

4
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

1
3

5
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

1
4

5
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

1
5

5
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

1
6

5
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

1
7

5
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

1
8

5
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

1
9

5
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

2
0

5
1
・
2

3
・
4

1
・

2
・

3
4

・
5

・
6

1
90
0
00
0

行 番 号

1
第 二 十 六 号 様 式 別 表 一 提 出 用

　
　
　
　
　
種
類
別
明
細
書
(増

加
資
産
･全

資
産
用
)

枚
の
う
ち

　
　
　
　

長
野

市
　
株

式
会

社
1

枚
目

資
産

の
名

称
等

数
量

指
定

年
フ
ラ
グ

申 告 も れ

所
有

者
名

資 産 種 類

資
産

コ
ー

ド
（
資

産
番

号
）

令
和
６
年
５
月

松
本
市
か
ら
移
動

88
67
60
5D

複
写

機

98
21
22
8A

法
附
則
15
-2
-1

取
得

年
月

取
得

価
額

耐 用 年 数

摘
要

98
09
10
5A

駐
車

場
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
舗

装

98
23
21
3D

緑
化

施
設

１
月

１
日

取
得

減 価 残 存 率

価
額

課
税
標

準
額

課
標

特
例

コ
ー
ド

率

増
加

事
由

※
令
和

７
年

１
月

１
日

現
在

に
お

い
て
、
種
類

別
明

細
書

（
減

少
資

産
用

）
に
印

字
し
て
い
る
資

産
以

外
で
、
申

告
の

対
象

と
な

る
資

産
が
あ
る
場

合
は
記

入
し
て
く
だ
さ
い
。

資
産
種
類
：
１
構
築
物
　
２
機
械
及
び
装
置
　
３
船
舶
　
４
航
空
機
　
５
車
両
及
び
運
搬
具
　
６
工
具
、
器
具
及
び
備
品

増
加
事
由
：
１
新
品
取
得
　
２
中
古
品
取
得
　
３
移
動
に
よ
る
受
け
入
れ
　
４
そ
の
他

小
計

8
0
9
9
9
9
9
9

所
有

者
コ
ー

ド
本

　
番

枝
番

資
産
種
類
：

1
構
築
物

2
機
械
及
び
装
置

3
船
舶

4
航
空
機

5
車
両
及
び
運
搬
具

6
工
具
、
器
具
及
び
備
品

資
産
コ
ー
ド

（
資
産
番
号
）
：

記
載
し
た
い
場
合
は
、

記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

※
半
角
英
数
文
字
で
8

文
字

ま
で
登
録
で
き
ま

す
。

資
産
の
名
称
等
：

資
産
の
名
称
、
規
格
等

を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

※
漢
字
・
ひ
ら
が
な
・
カ

タ
カ
ナ
・
ア
ラ
ビ
ア
数
字
・

ア
ル
フ
ァ
ベ
ッ
ト
文
字
で

2
0
文
字

ま
で
登
録
で
き

ま
す
。

① ② ③ ④

①
申
告
も
れ
資
産
の
記
入
例

②
１
月
１
日
取
得
資
産
の
記
入
例

③
特
例
適
用
資
産
の
記
入
例

④
移
動
資
産
の
記
入
例

年
号
：

1
明
治

2
大
正

3
昭
和

5
平
成

4
令
和
　
（
令
和
元
年
5
月
取
得
か
ら
）

取
得
年
月
：

移
動
に
よ
る
受
け
入
れ
の
場

合
も
当
初
の
取
得
年
月
を
記

入
し
て
く
だ
さ
い
。

取
得
価
額
：

1
税
込
経
理
方
式
を
採
用

→
消
費
税
を
含
め
て
く
だ
さ
い
。

2
税
抜
経
理
方
式
を
採
用

→
消
費
税
を
含
め
な
い
で
く
だ

さ
い
。

増
加
事
由
：

1
新
品
取
得

2
中
古
品
取
得

3
移
動
に
よ
る
受
け
入
れ

4
そ
の
他

申
告
も
れ
：

摘
要
：

・
1
月

1
日
に
取
得
し
た
場

合
は
、
そ
の
旨
を
記
入
し

て
く
だ
さ
い
。

・
非
課
税
・
課
税
標
準
の

特
例
、
増
加
償
却
に
該
当

す
る
場
合
は
、
適
用
条
項

等
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

・
移
動
に
よ
る
受
け
入
れ

の
場
合
は
、
移
動
年
月
を

記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

令
和
５
年
以
前
に
取
得
し
た

場
合

は
「
○

」
を
記

入
し
て

く
だ
さ
い
。

4 5

※
す
で
に
減
価
償
却
が
終
わ
っ
て
い
る
資
産
で
も
、
最
低
５
％
の
価
値
が
残
る
た
め
、

　
　償

却
資
産
の
申
告
が
必
要
で
す
。

－ 4－ － 5－



種
類
別
明
細
書
(減

少
資
産
用
)の

記
入
例

0
1

1
ブ
ロ
ッ
ク
ベ

イ
1

H
2
7

1
2

3
0
0

0
0
0

1
5

0
2

2
ヨ
ウ
セ
ツ
キ

1
S

6
2

3
1
8
0

0
0
0

1
4

2
変

圧
器

1
H

7
5
0

0
0
0

1
4

2
1

R
2

6
2
0

0
0
0

0
0
0

1
0

6
1

H
2
8

1
1

0
0
0

0
0
0

1
1

6
H

2
9

3
2

6
1

H
3
0

1
2

1
2
5

8
0
0

5

77
47

7
80

0

1
・
2

　
・
4

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

1
1

1
2

1
3

1
4

0
0
0
0
0
0
0
6

9
8
1
4
6
8
9
A

1
・
2

3
・
4

1
・
2

　
・
4

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

0
5

1
・
2

3
・
4

1
・
2

　
・
4

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

0
6

27 2
8

9 1
0

1
・
2

3
・
4

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

Ｎ
Ｃ

旋
盤

旋
盤

コ
ン
テ
ナ

1
・
2

　
・
4

所
　
有
　
者
　
名

1
第 二 十 六 号 様 式 別 表 二 提 出 用

枚
の
う
ち

　
　
　
　
　

長
野

市
　
有

限
会

社
1

枚
目

行 番 号

資 産 種 類

抹
消

コ
ー

ド
（
処

理
コ
ー

ド
）
資

産
番

号
資

　
産

　
の
　
名

　
称

　
等

数 　 量

取
得

年
月

取
　
得

　
価

　
額

耐 用 年 数

摘
要

年 号
年

月

0
0
0
0
0
0
0
1

0
3

2
0
0
0
0
0
0
0
2

0
0
0
0
0
0
0
1

1
・
2

3
・
4

1
・
2

　
・
4

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

特 例 等

申 告 年 度

減
少

事
由

減
少

区
分

指
定
年

フ
ラ
グ

異 動 年 06

1
・
2

3
・
4

1
・
2

　
・
4

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

令
和
６
年
松
本
市

へ
移
動

06

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

耐
用
年
数
訂
正

0
0
0
0
0
0
0
2

9
8
1
2
6
0
1
A

0
0
0
0
0
0
0
3

取
得

年
月

訂
正

0
0
0
0
0
0
0
5

名
称

訂
正

5
5

0
0
0

0
0
0

10 1
4

1
・
2

3
・
4

1
・
2

　
・
4

0
0
0
0
0
0
0
3

9
8
1
2
6
0
9
A

06 05

2 3
1
・
2

3
・
4

1
・
2

3
・
4

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

ネ
ジ
切

り
機

パ
ソ
コ
ン

12
2

1
8
3

00
0

0
0
0

1
・
2

　
・
4

1
・
2

　
・
4

△
 １

台
、

△
 6

1,
00

0円

1
・
2

3
・
4

1
・
2

3
・
4

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

1
・
2

　
・
4

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

1
・
2

　
・
4

1
・
2

　
・
4

1
・
2

3
・
4

1
・
2

3
・
4

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

※
　
昨

年
ま
で
申

告
い
た
だ
い
て
い
た
内

容
を
印

字
し
て
い
ま
す

の
で
、
変

更
（
減

少
･訂

正
）
が
あ
る
場

合
は

記
入

し
て
く
だ
さ
い
。

　
　

 な
お

、
記

入
の
な
い
資

産
は
、
引

き
続

き
所

有
さ
れ
て
い
る
も
の
と
し
て
取

り
扱

い
ま
す

。

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

1
・
2

3
・
4

1
・
2

3
・
4

1
・
2

　
・
4

1
・
2

　
・
4

1
・
2

　
・
4

1
・
2

　
・
4

1
・
2

　
・
4

1
・
2

　
・
4

1
・
2

　
・
4

1
・
2

　
・
4

1
・
2

3
・
4

1
・
2

3
・
4

1
・
2

3
・
4

1
・
2

3
・
4

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

1
・
2
・
3

4
・
5
・
6

1
・
2

3
・
4

1
・
2

3
・
4

所
有

者
コ
ー

ド
本

　
　
　
番

枝
　
番

8
0
9
9
9
9
9
9

減
少

事
由

　
１
：
売

却
　
２
：
滅

失
　
３
：
移

動
　
４
：
そ
の
他

減
少

区
分

　
１
：
全

部
　
２
：
一

部
　
４
：
訂

正
小

　
　
　
　
　
計

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
種
類
別
明
細
書
(減

少
資
産
用
)

　
　
0
7

フ
ラ
イ
ス
盤

1
H

2
2

1
1

0
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
00
7

0
8

0
9

1
0

摘
要
：

・
移
動
、
売
却
に
よ
る
減

少
の
場
合
は

、
移
動
先

、

売
却
先
を
記
入
し
て
く
だ

さ
い
。

・
内
容
を
訂
正
す
る
場
合

は
、
そ
の
旨
を
記
入
し
て

く
だ
さ
い
。

・
一
部
減
少
の
場
合
は
、

減
少
し
た
数
量
、
減
少
し

た
金
額
を
記
入
し
、
数

量
欄
に
残
り
の
数
量
、

取
得
価
額
欄
に
残
り
の

取
得
価
額
を
記
入
し
て
く

だ
さ
い
。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

＊

①
全
部
減
少
資
産
の
記
入
例

②
移
動
資
産
の
記
入
例

③
耐
用
年
数
変
更
資
産
の
記
入
例

④
取
得
年
月
訂
正
資
産
の
記
入
例

⑤
名
称
訂
正
資
産
の
記
入
例

⑥
一
部
減
少
資
産
の
記
入
例

⑦

「
＊
」
印
の
あ
る
資
産

は
、
評
価
額
の
最
低

限
度
（
取
得
価
額

５
％
）
で
あ
る
こ
と
を
意

味
し
て
い
ま
す
。

年
号
：

M
明
治

T
大
正

S
昭
和

H
平
成

H
令
和

R

減
少
事
由
：

1
売
却

2滅
失

3
移
動

4
そ
の
他

行
番
号
：

異
動
（
減
少
・
訂
正
）
し
た

資
産
の
行
番
号
を
○
で

囲
ん
で
く
だ
さ
い
。

資
産
種
類
：

1
構
築
物

2
機
械
及
び
装
置

3
船
舶

4
航
空
機

5
車
両
及
び
運
搬
具

6
工
具
、
器
具
及
び
備
品

異
動
年
：

減
少
し
た
年
を

和
暦
2ｹ

ﾀ
で
記

入
し
て
く
だ
さ

い
。

減
少
区
分
：

1
全
部

2一
部

4
訂
正

＊

資
産

の
名

称
等
の

訂

正
：

資
産

の
名

称
、
規

格
等

を
記

入
し
て
く
だ
さ
い
。

※
漢

字
・
ひ
ら
が

な
・
カ
タ

カ
ナ
・
ア
ラ
ビ
ア
数

字
・
ア

ル
フ
ァ
ベ
ッ
ト
文

字
で
２
０

文
字
ま
で
登
録
で
き
ま
す
。

株
式

令
和
５
年
以
前
減
少
資
産
の
記
入
例

＊

（ （

※
す
で
に
減
価
償
却
が
終
わ
っ
て
い
る
資
産
で
も
、
最
低
５
％
の
価
値
が
残
る
た
め
、

　
　償

却
資
産
の
申
告
が
必
要
で
す
。

－ 4－ － 5－



機 械
及び
装 置

ウ 構造的に家屋と一体になっていない設備（太陽光発電等）

(1) 家屋の所有者及び賃借人が取り付けた建物附帯設備
ア 特定の生産･業務用設備

＊詳しくはＰ14をご覧
　ください。

(2) 賃借人が事業のために取り付けた建物附帯設備

５

トロッコ、台車、貨車、構内運搬具、動力運搬車、大型特殊自動車(※)等

(1) (※)大型特殊自動車の登録番号は、次のとおりです。

航空機

船 舶 モーターボート、カヌー、漁船、しゅんせつ船等３

ア 車体長さ4.70m以下　イ 車体幅1.70m以下　ウ 車体高さ2.80m以下

※新小型特殊自動車（農耕作業用）については、最高速度35km未満

　(Ⅰ) ア～エの全て及び※に該当する場合は、小型特殊自動車・新小型特殊自動車です。→ 申告不要

車 両
及び
運搬具

 （Ⅱ） 上記以外は、大型特殊自動車です。→ 申告必要

(3) 自動車税･軽自動車税の課税対象となる車両は申告不要です。

　　　　　 〃　　　(建設機械以外)

エ 最高速度15km以下 

 個人や法人で工場や商店、農業等を営んでいる方や、駐車場やアパートを貸し付けている
方が、事業のために使用している固定資産(※) を償却資産といい、土地や家屋と同じよう
に固定資産税が課されます。具体的には次のようなものがあります。

 特許権、営業権等の無形減価償却資産は申告不要です。

４

 ※事業のために使用しているとは、所有者が償却資産を自己の営む事業のために使用する場合だ
けでなく、事業として他人に貸し付ける場合も含まれます。

飛行機、ヘリコプター、グライダー等

9、90～99、900～999

(2) 大型特殊自動車と小型特殊自動車・新小型特殊自動車は、次により区分します。

　　 大型特殊自動車(建設機械)  　 0、00～09、000～099

測定工具、検査工具、取付工具、ロッカー、金庫、レジスター、パソコン、陳列ケー
ス、厨房機器、医療機器、理容･美容機器、娯楽機器、農機具、ステレオ、テレビ、
エアコン（局所的なもの）等

６
工具、器具
及び備品

(5) 土木建設機械(パワーショベル、クレーン、コンベアー等)

構

築

物

広告塔、看板、門、塀（フェンス）、外灯、駐車場などの路面舗装、側溝、井戸、植
栽工事、緑化施設、簡易間仕切り、簡易プレハブ(基礎がなく、移動可能)、カーポー
ト、自転車置き場等

２　償却資産の種類

２

 動力設備、給排水設備、ガス設備、ボイラー等

具 体 例資 産 種 類

(6) その他各種産業用機械装置（太陽光発電設備）等

イ 受変電設備、自家発電設備、蓄電池設備、中央監視制御設備等

建

物

附

帯

設

備

１

(1) 工作機械(旋盤、フライス盤、ボール盤、コンプレッサー、プレス機等)

 電気設備、給排水設備、衛生設備、内部造作(内装工事)等

(2) 木工機械(加工機、製材機等)

(3) 印刷機械(印刷機、製版機、断裁機等)

(4) 食品製造加工機械(食肉加工機、製麺機、モーター、ポンプ等)

（太陽光発電設備等）

（太陽光発電設備等）

機 械
及び
装 置

ウ 構造的に家屋と一体になっていない設備（太陽光発電等）

(1) 家屋の所有者及び賃借人が取り付けた建物附帯設備
ア 特定の生産･業務用設備

＊詳しくはＰ14をご覧
　ください。

(2) 賃借人が事業のために取り付けた建物附帯設備

５

トロッコ、台車、貨車、構内運搬具、動力運搬車、大型特殊自動車(※)等

(1) (※)大型特殊自動車の登録番号は、次のとおりです。

航空機

船 舶 モーターボート、カヌー、漁船、しゅんせつ船等３

ア 車体長さ4.70m以下　イ 車体幅1.70m以下　ウ 車体高さ2.80m以下

※新小型特殊自動車（農耕作業用）については、最高速度35km未満

　(Ⅰ) ア～エの全て及び※に該当する場合は、小型特殊自動車・新小型特殊自動車です。→ 申告不要

車 両
及び
運搬具

 （Ⅱ） 上記以外は、大型特殊自動車です。→ 申告必要

(3) 自動車税･軽自動車税の課税対象となる車両は申告不要です。

　　　　　 〃　　　(建設機械以外)

エ 最高速度15km以下 

 個人や法人で工場や商店、農業等を営んでいる方や、駐車場やアパートを貸し付けている
方が、事業のために使用している固定資産(※) を償却資産といい、土地や家屋と同じよう
に固定資産税が課されます。具体的には次のようなものがあります。

 特許権、営業権等の無形減価償却資産は申告不要です。

４

 ※事業のために使用しているとは、所有者が償却資産を自己の営む事業のために使用する場合だ
けでなく、事業として他人に貸し付ける場合も含まれます。

飛行機、ヘリコプター、グライダー等

9、90～99、900～999

(2) 大型特殊自動車と小型特殊自動車・新小型特殊自動車は、次により区分します。

　　 大型特殊自動車(建設機械)  　 0、00～09、000～099

測定工具、検査工具、取付工具、ロッカー、金庫、レジスター、パソコン、陳列ケー
ス、厨房機器、医療機器、理容･美容機器、娯楽機器、農機具、ステレオ、テレビ、
エアコン（局所的なもの）等

６
工具、器具
及び備品

(5) 土木建設機械(パワーショベル、クレーン、コンベアー等)

構

築

物

広告塔、看板、門、塀（フェンス）、外灯、駐車場などの路面舗装、側溝、井戸、植
栽工事、緑化施設、簡易間仕切り、簡易プレハブ(基礎がなく、移動可能)、カーポー
ト、自転車置き場等

２　償却資産の種類

２

 動力設備、給排水設備、ガス設備、ボイラー等

具 体 例資 産 種 類

(6) その他各種産業用機械装置（太陽光発電設備）等

イ 受変電設備、自家発電設備、蓄電池設備、中央監視制御設備等

建

物

附

帯

設

備

１

(1) 工作機械(旋盤、フライス盤、ボール盤、コンプレッサー、プレス機等)

 電気設備、給排水設備、衛生設備、内部造作(内装工事)等

(2) 木工機械(加工機、製材機等)

(3) 印刷機械(印刷機、製版機、断裁機等)

(4) 食品製造加工機械(食肉加工機、製麺機、モーター、ポンプ等)

ア～エの全て又は※に該当する場合は、小型特殊自動車・新小型特殊自動車です。→ 申告不要

エ 最高速度15km/時以下

※新小型特殊自動車（農耕作業用）については、最高速度35km/時未満

－ 6－ － 7－



料 理 飲 食 業 テーブル、椅子、厨房設備、冷凍･冷蔵庫、カラオケセット等

印 刷 業 印刷機、製版機、裁断機等

建 設 業
ブルドーザー、パワーショベル、フォークリフト、大型特殊自動車、発電機
等

３ 業種別の主な償却資産

共 通
パソコン、コピー機、ルームエアコン、応接セット、キャビネット、金庫、
自動販売機、太陽光発電設備、(袖)看板、広告塔、ネオンサイン、案内板、
路面舗装、簡易間仕切り、駐車場設備、ブラインド、ＬＡＮ設備等

製 造 業
金属製品製造設備、食品製造設備、旋盤、ボール盤、梱包機、受変電設備、
特定の生産･業務用設備(動力幹線設備、給排水設備等)等

理容･美容業 理容･美容椅子、洗面設備、消毒殺菌器、サインポール等

医 (歯科 )業
医療機器(レントゲン装置、手術機器、歯科診療ユニット、ファイバースコー
プ等)、ガス(麻酔等)設備等

小 売 業 陳列棚、陳列ケース(冷凍･冷蔵機付を含む)、日除け等

駐 車 場 業
受変電設備、駐車装置(機械装置、ターンテーブル)、駐車料金自動計算装
置、路面舗装等

ガ ソ リ ン
ス タ ン ド

洗車機、ガソリン計量器、独立キャノピー、防火壁、地下タンク等

クリーニング業 洗濯機、脱水機、乾燥機、プレス機、ボイラー、ビニール梱包装置等

不動産貸付業
受変電設備、中央監視制御設備、門扉･塀･緑化施設等の外構工事、駐車場等
の舗装及び機械設備等

カ ラ オ ケ
ボ ッ ク ス

カラオケセット、接客用家具、照明設備等

ゴルフ練習場
フェンス、ネット設備、照明設備、芝刈機、ボール洗浄機、人工芝、ボール
自動貸出機、集玉設備等

浴 場 業
温水器、ろ過器、ボイラー、オイルバーナー、ポンプ、コインランドリー設
備等

ホ テ ル
旅 館 業

客室設備(ベッド、家具、テレビ等)、厨房設備、洗濯設備、音響設備、放送
設備、家具調度品、駐車場設備等

パ チ ン コ 店
ゲームセンター

パチンコ(スロット)機、パチンコ(スロット)機取付台(島工事)、ゲーム機、
両替機、玉貸機、受変電設備等

テニスクラブ
テニスコート、フェンス、オートテニス設備、ガット張機、人工芝、照明設
備等

-　７　-

パ チ ン コ 店
ゲームセンター

パチンコ(スロット)機、パチンコ(スロット)機取付台(島工事)、ゲーム機、
両替機、玉貸機、受変電設備等

テニスクラブ
テニスコート、フェンス、オートテニス設備、ガット張機、人工芝、照明設
備等

カ ラ オ ケ
ボ ッ ク ス

カラオケセット、接客用家具、照明設備等

ゴルフ練習場
フェンス、ネット設備、照明設備、芝刈機、ボール洗浄機、人工芝、ボール
自動貸出機、集玉設備等

浴 場 業
温水器、ろ過器、ボイラー、オイルバーナー、ポンプ、コインランドリー設
備等

ホ テ ル
旅 館 業

客室設備(ベッド、家具、テレビ等)、厨房設備、洗濯設備、音響設備、放送
設備、家具調度品、駐車場設備等

駐 車 場 業
受変電装置、駐車装置(機械装置、ターンテーブル)、駐車料金自動計算装
置、舗装路面等

ガ ソ リ ン
ス タ ン ド

洗車機、ガソリン計量器、独立キャノピー、防火壁、地下タンク等

クリーニング業 洗濯機、脱水機、乾燥機、プレス機、ボイラー、ビニール梱包装置等

不動産貸付業
受変電設備、発電機設備、蓄電池設備、中央監視制御設備、門扉･塀･緑化施
設等の外構工事、駐車場等の舗装及び機械設備等

理容･美容業 理容･美容椅子、理容・美容機器、洗面設備、消毒殺菌器等

医(歯科)業
医療機器(レントゲン装置、手術機器、歯科診療ユニット、ファイバースコー
プ等)、ガス(麻酔等)設備等

小 売 業 陳列棚、陳列ケース(冷凍･冷蔵機付を含む)、日除け等

３ 業種別の主な償却資産

共 通
パソコン、コピー機、ルームエアコン、応接セット、キャビネット、金庫、
自動販売機、太陽光発電設備、(袖)看板、サイネージ、路面舗装、簡易間仕
切り、駐車場設備、ＰОＳレジ、ＬＡＮ設備等

製 造 業
金属製品製造設備、食品製造設備、旋盤、ボール盤、梱包機、受変電設備、
特定の生産･業務用設備(動力幹線設備、給排水設備等)等

料 理 飲 食 業 テーブル、椅子、厨房設備、冷凍･冷蔵庫等

印 刷 業 印刷機、製版機、断裁機等

建 設 業
ブルドーザー、パワーショベル、フォークリフト、大型特殊自動車、発電機
等

-　７　-

パ チ ン コ 店
ゲームセンター

パチンコ(スロット)機、パチンコ(スロット)機取付台(島工事)、ゲーム機、
両替機、玉貸機、受変電設備等

テニスクラブ
テニスコート、フェンス、オートテニス設備、ガット張機、人工芝、照明設
備等

カ ラ オ ケ
ボ ッ ク ス

カラオケセット、接客用家具、照明設備等

ゴルフ練習場
フェンス、ネット設備、照明設備、芝刈機、ボール洗浄機、人工芝、ボール
自動貸出機、集玉設備等

浴 場 業
温水器、ろ過器、ボイラー、オイルバーナー、ポンプ、コインランドリー設
備等

ホ テ ル
旅 館 業

客室設備(ベッド、家具、テレビ等)、厨房設備、洗濯設備、音響設備、放送
設備、家具調度品、駐車場設備等

駐 車 場 業
受変電装置、駐車装置(機械装置、ターンテーブル)、駐車料金自動計算装
置、舗装路面等

ガ ソ リ ン
ス タ ン ド

洗車機、ガソリン計量器、独立キャノピー、防火壁、地下タンク等

クリーニング業 洗濯機、脱水機、乾燥機、プレス機、ボイラー、ビニール梱包装置等

不動産貸付業
受変電設備、発電機設備、蓄電池設備、中央監視制御設備、門扉･塀･緑化施
設等の外構工事、駐車場等の舗装及び機械設備等

理容･美容業 理容･美容椅子、理容・美容機器、洗面設備、消毒殺菌器等

医(歯科)業
医療機器(レントゲン装置、手術機器、歯科診療ユニット、ファイバースコー
プ等)、ガス(麻酔等)設備等

小 売 業 陳列棚、陳列ケース(冷凍･冷蔵機付を含む)、日除け等

３ 業種別の主な償却資産

共 通
パソコン、コピー機、ルームエアコン、応接セット、キャビネット、金庫、
自動販売機、太陽光発電設備、(袖)看板、サイネージ、路面舗装、簡易間仕
切り、駐車場設備、ＰОＳレジ、ＬＡＮ設備等

製 造 業
金属製品製造設備、食品製造設備、旋盤、ボール盤、梱包機、受変電設備、
特定の生産･業務用設備(動力幹線設備、給排水設備等)等

料 理 飲 食 業 テーブル、椅子、厨房設備、冷凍･冷蔵庫等

印 刷 業 印刷機、製版機、断裁機等

建 設 業
ブルドーザー、パワーショベル、フォークリフト、大型特殊自動車、発電機
等

-　７　-

パ チ ン コ 店
ゲームセンター

パチンコ(スロット)機、パチンコ(スロット)機取付台(島工事)、ゲーム機、
両替機、玉貸機、受変電設備等

テニスクラブ
テニスコート、フェンス、オートテニス設備、ガット張機、人工芝、照明設
備等

カ ラ オ ケ
ボ ッ ク ス

カラオケセット、接客用家具、照明設備等

ゴルフ練習場
フェンス、ネット設備、照明設備、芝刈機、ボール洗浄機、人工芝、ボール
自動貸出機、集玉設備等

浴 場 業
温水器、ろ過器、ボイラー、オイルバーナー、ポンプ、コインランドリー設
備等

ホ テ ル
旅 館 業

客室設備(ベッド、家具、テレビ等)、厨房設備、洗濯設備、音響設備、放送
設備、家具調度品、駐車場設備等

駐 車 場 業
受変電装置、駐車装置(機械装置、ターンテーブル)、駐車料金自動計算装
置、舗装路面等

ガ ソ リ ン
ス タ ン ド

洗車機、ガソリン計量器、独立キャノピー、防火壁、地下タンク等

クリーニング業 洗濯機、脱水機、乾燥機、プレス機、ボイラー、ビニール梱包装置等

不動産貸付業
受変電設備、発電機設備、蓄電池設備、中央監視制御設備、門扉･塀･緑化施
設等の外構工事、駐車場等の舗装及び機械設備等

理容･美容業 理容･美容椅子、理容・美容機器、洗面設備、消毒殺菌器等

医(歯科)業
医療機器(レントゲン装置、手術機器、歯科診療ユニット、ファイバースコー
プ等)、ガス(麻酔等)設備等

小 売 業 陳列棚、陳列ケース(冷凍･冷蔵機付を含む)、日除け等

３ 業種別の主な償却資産

共 通
パソコン、コピー機、ルームエアコン、応接セット、キャビネット、金庫、
自動販売機、太陽光発電設備、(袖)看板、サイネージ、路面舗装、簡易間仕
切り、駐車場設備、ＰОＳレジ、ＬＡＮ設備等

製 造 業
金属製品製造設備、食品製造設備、旋盤、ボール盤、梱包機、受変電設備、
特定の生産･業務用設備(動力幹線設備、給排水設備等)等

料 理 飲 食 業 テーブル、椅子、厨房設備、冷凍･冷蔵庫等

印 刷 業 印刷機、製版機、断裁機等

建 設 業
ブルドーザー、パワーショベル、フォークリフト、大型特殊自動車、発電機
等

-　７　-

パ チ ン コ 店
ゲームセンター

パチンコ(スロット)機、パチンコ(スロット)機取付台(島工事)、ゲーム機、
両替機、玉貸機、受変電設備等

テニスクラブ
テニスコート、フェンス、オートテニス設備、ガット張機、人工芝、照明設
備等

カ ラ オ ケ
ボ ッ ク ス

カラオケセット、接客用家具、照明設備等

ゴルフ練習場
フェンス、ネット設備、照明設備、芝刈機、ボール洗浄機、人工芝、ボール
自動貸出機、集玉設備等

浴 場 業
温水器、ろ過器、ボイラー、オイルバーナー、ポンプ、コインランドリー設
備等

ホ テ ル
旅 館 業

客室設備(ベッド、家具、テレビ等)、厨房設備、洗濯設備、音響設備、放送
設備、家具調度品、駐車場設備等

駐 車 場 業
受変電装置、駐車装置(機械装置、ターンテーブル)、駐車料金自動計算装
置、舗装路面等

ガ ソ リ ン
ス タ ン ド

洗車機、ガソリン計量器、独立キャノピー、防火壁、地下タンク等

クリーニング業 洗濯機、脱水機、乾燥機、プレス機、ボイラー、ビニール梱包装置等

不動産貸付業
受変電設備、発電機設備、蓄電池設備、中央監視制御設備、門扉･塀･緑化施
設等の外構工事、駐車場等の舗装及び機械設備等

理容･美容業 理容･美容椅子、理容・美容機器、洗面設備、消毒殺菌器等

医(歯科)業
医療機器(レントゲン装置、手術機器、歯科診療ユニット、ファイバースコー
プ等)、ガス(麻酔等)設備等

小 売 業 陳列棚、陳列ケース(冷凍･冷蔵機付を含む)、日除け等

３ 業種別の主な償却資産

共 通
パソコン、コピー機、ルームエアコン、応接セット、キャビネット、金庫、
自動販売機、太陽光発電設備、(袖)看板、サイネージ、路面舗装、簡易間仕
切り、駐車場設備、ＰОＳレジ、ＬＡＮ設備等

製 造 業
金属製品製造設備、食品製造設備、旋盤、ボール盤、梱包機、受変電設備、
特定の生産･業務用設備(動力幹線設備、給排水設備等)等

料 理 飲 食 業 テーブル、椅子、厨房設備、冷凍･冷蔵庫等

印 刷 業 印刷機、製版機、断裁機等

建 設 業
ブルドーザー、パワーショベル、フォークリフト、大型特殊自動車、発電機
等

-　７　-

パ チ ン コ 店
ゲームセンター

パチンコ(スロット)機、パチンコ(スロット)機取付台(島工事)、ゲーム機、
両替機、玉貸機、受変電設備等

テニスクラブ
テニスコート、フェンス、オートテニス設備、ガット張機、人工芝、照明設
備等

カ ラ オ ケ
ボ ッ ク ス

カラオケセット、接客用家具、照明設備等

ゴルフ練習場
フェンス、ネット設備、照明設備、芝刈機、ボール洗浄機、人工芝、ボール
自動貸出機、集玉設備等

浴 場 業
温水器、ろ過器、ボイラー、オイルバーナー、ポンプ、コインランドリー設
備等

ホ テ ル
旅 館 業

客室設備(ベッド、家具、テレビ等)、厨房設備、洗濯設備、音響設備、放送
設備、家具調度品、駐車場設備等

駐 車 場 業
受変電装置、駐車装置(機械装置、ターンテーブル)、駐車料金自動計算装
置、舗装路面等

ガ ソ リ ン
ス タ ン ド

洗車機、ガソリン計量器、独立キャノピー、防火壁、地下タンク等

クリーニング業 洗濯機、脱水機、乾燥機、プレス機、ボイラー、ビニール梱包装置等

不動産貸付業
受変電設備、発電機設備、蓄電池設備、中央監視制御設備、門扉･塀･緑化施
設等の外構工事、駐車場等の舗装及び機械設備等

理容･美容業 理容･美容椅子、理容・美容機器、洗面設備、消毒殺菌器等

医(歯科)業
医療機器(レントゲン装置、手術機器、歯科診療ユニット、ファイバースコー
プ等)、ガス(麻酔等)設備等

小 売 業 陳列棚、陳列ケース(冷凍･冷蔵機付を含む)、日除け等

３ 業種別の主な償却資産

共 通
パソコン、コピー機、ルームエアコン、応接セット、キャビネット、金庫、
自動販売機、太陽光発電設備、(袖)看板、サイネージ、路面舗装、簡易間仕
切り、駐車場設備、ＰОＳレジ、ＬＡＮ設備等

製 造 業
金属製品製造設備、食品製造設備、旋盤、ボール盤、梱包機、受変電設備、
特定の生産･業務用設備(動力幹線設備、給排水設備等)等

料 理 飲 食 業 テーブル、椅子、厨房設備、冷凍･冷蔵庫等

印 刷 業 印刷機、製版機、断裁機等

建 設 業
ブルドーザー、パワーショベル、フォークリフト、大型特殊自動車、発電機
等
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イ 納期について
 固定資産税の年税額は、第１期(５月)、第２期(７月)、第３期(12月)及び第４期(翌
年２月)の年４回に分けて納めていただきます。（過年度分は、一括になります。）

 また、申告書の提出が法定期限に間に合わなかった場合、閲覧期間中に「償却資産
課税台帳」を交付できないことがあります。

(4) 納税について

ア 固定資産税(償却資産)の評価額の計算方法は、旧定率法です。

イ 資産１点ごとの評価額を合計した金額が決定価格です。

ウ 決定価格の1,000円未満を切捨てた金額が課税標準額です。

(3) 課税について

ア 税額と税率について
 固定資産税(償却資産)は、全体の課税標準額が150万円以上の場合に課税されます。
 なお、全体の課税標準額が150万円未満の場合は課税はされませんが、法律に基づき
申告書の提出は必要です。

 固定資産税の課税標準額及び税額についての閲覧期間は、毎年４月１日から５月31
日までです。

 固定資産税の納税通知書は、５月上旬に発送予定です。また本市の償却資産の納税
通知書は、土地･家屋分とは別に送付させていただいております。

 税率は、課税標準額の1.4％(100分の1.4)です。

イ 課税内容の確認について

ア 納税通知書の発送について

 閲覧期間中は、請求者に無料で現年度の「償却資産課税台帳」を交付します。
 なお、閲覧期間以降や過年度の「償却資産課税台帳」の交付については、有料(手数
料１枚あたり300円)です。

 市内の事業所廃止、休業、解散等の理由で、資産を譲渡した場合は、種類別明細書
(減少資産用)の摘要欄に売却先の名称、住所及び電話番号を記入してください。

(2) 課税標準額について

(Ⅱ)法人 →

 なお、資産の承継元や承継時期等を種類別明細書(増加資産・全資産用)の摘要欄に
記入してください。

エ 資産を売却した場合について

a 期末簿価と中古耐用年数で固定資産台帳を作成 → 新規取得
b 原始取得価額と耐用年数で固定資産台帳を引継 → 移動取得

原始取得価額と耐用年数を申告 → 移動取得(Ⅰ)個人 →

 また、居抜きで購入した店舗設備や無償譲渡資産等で取得価額が不明な場合は、見
積価額を取得価額としてください。

ウ 相続、合併等により資産を承継した場合について

イ 耐用年数を法改正により変更した場合について
種類別明細書(減少資産)（Ｐ５　３行目 参照）
 耐用年数欄 …新耐用年数 / 摘要欄 …法改正 旧耐用年数○年を記入

(Ⅱ) 税抜経理方式を採用 → 消費税額を取得価額に含めない。

４ 申告に際しての注意点
（1）申告書作成について（記入例は３～５ページに記載しています。）

ア 取得価額の計算方法について
(Ⅰ) 税込経理方式を採用 → 消費税額を取得価額に含める。

イ 納期について
 固定資産税の年税額は、第１期(５月)、第２期(７月)、第３期(12月)及び第４期(翌
年２月)の年４回に分けて納めていただきます。（過年度分は、一括になります。）

 また、申告書の提出が法定期限に間に合わなかった場合、閲覧期間中に「償却資産
課税台帳」を交付できないことがあります。

-　８　-

(4) 納税について

ア 固定資産税(償却資産)の評価額の計算方法は、旧定率法です。

イ 資産１点ごとの評価額を合計した金額が決定価格です。

ウ 決定価格の1,000円未満を切捨てた金額が課税標準額です。

(3) 課税について

ア 税額と税率について
 固定資産税(償却資産)は、全体の課税標準額が150万円以上の場合に課税されます。
 なお、全体の課税標準額が150万円未満の場合は課税はされませんが、法律に基づき
申告書の提出は必要です。

 固定資産税の課税標準額及び税額についての閲覧期間は、毎年４月１日から５月31
日までです。

 固定資産税の納税通知書は、５月上旬に発送予定です。また本市の償却資産の納税
通知書は、土地･家屋分とは別に送付させていただいております。

 税率は、課税標準額の1.4％(100分の1.4)です。

イ 課税内容の確認について

ア 納税通知書の発送について

 閲覧期間中は、請求者に無料で現年度の「償却資産課税台帳」を交付します。
 なお、閲覧期間以降や過年度の「償却資産課税台帳」の交付については、有料(手数
料１枚あたり300円)です。

 市内の事業所廃止、休業、解散等の理由で、資産を譲渡した場合は、種類別明細書
(減少資産用)の摘要欄に売却先の名称、住所及び電話番号を記入してください。

(2) 課税標準額について

(Ⅱ)法人 →

 なお、資産の承継元や承継時期等を種類別明細書(増加資産・全資産用)の摘要欄に
記入してください。

エ 資産を売却した場合について

a 期末簿価と中古耐用年数で固定資産台帳を作成 → 新規取得
b 原始取得価額と耐用年数で固定資産台帳を引継 → 移動取得

原始取得価額と耐用年数を申告 → 移動取得(Ⅰ)個人 →

 また、居抜きで購入した店舗設備や無償譲渡資産等で取得価額が不明な場合は、見
積価額を取得価額としてください。

ウ 相続、合併等により資産を承継した場合について

イ 耐用年数を法改正により変更した場合について
種類別明細書(減少資産用)（Ｐ５　３行目 参照）
 耐用年数欄 …新耐用年数 / 摘要欄 …法改正 旧耐用年数○年を記入

(Ⅱ) 税抜経理方式を採用 → 消費税額を取得価額に含めない。

４ 申告に際しての注意点
（1）申告書作成について（記入例は３～５ページに記載しています。）

ア 取得価額の計算方法について
(Ⅰ) 税込経理方式を採用 → 消費税額を取得価額に含める。

固定資産税の年税額は、第１期(５月)、第２期(７月)、第３期(12月)及び第４期(翌
年２月)の年４回に分けて納めていただきます。（過年度分は、課税を行った納期に一
括で納付していただきます。）
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 適用条項によっては、別途、必要書類があるため、事前に、資産税課償却資産担当
(TEL 026-224-8376 直通)にお問い合わせください。

(9) 特別な計算方法等について

(6) 修正申告について

 また、電算処理による全資産申告方式の方で、平成31年度（令和元年度）以前に資産
の増減があり修正申告をする場合、修正申告書は各年度ごと作成してください。

 なお、非課税については地方税法第348条を、課税標準の特例については同法第349
条の３及び同法附則第15条を参照してください(被災代替償却資産、新型コロナウイ
ルス関連については別紙参照)。

ア 短縮耐用年数、増加償却、陳腐化償却について
 該当資産の摘要欄にその旨を記入し、併せて承認通知書(写)等の内容を証明できる
書類を提出してください。

イ 非課税、課税標準の特例について
 新たに該当資産を取得した場合は、該当資産の摘要欄に適用条項を記入し、併せて
「非課税申告書」又は「課税標準の特例に係る届出書」(長野市ホームページよりダ
ウンロードできます。)を提出してください。

 申告した内容に誤りがあったことが判明した場合は、速やかに修正申告書を提出して
ください。

 申告するべき事項について虚偽の内容を申告した場合は、懲役又は罰金を、正当な理
由がないのに申告をしなかった場合は、過料を課すことや延滞金を加算して不足税額を
追徴することがあります(地方税法第385条及び第386条、長野市市税条例第75条)。

 固定資産税(償却資産)は、申告年度より５年を限度として遡及し課税標準額の計算を
するため、申告内容によっては追徴又は還付になる場合があります(地方税法第17条の
５第５項)。
 課税標準額を過年度に遡及して計算した場合、「税額変更通知書」及び「納税通知書」は
各年度ごとに作成し、発送いたします。

(8) 虚偽の内容を申告した場合や申告をしなかった場合について

(7) 遡及について

(5) 実地調査･税務署調査について

ア 実地調査について
 長野市では、地方税法第408条に基づき実地調査を行っています。
 実地調査にお伺いする際には、事前にご連絡した上で減価償却資産の明細などを見
せていただきますので、ご協力をお願いします。

　税務署調査の際は、個人は所得税の申告書を、法人は法人税の申告書を閲覧していま

イ 税務署調査について
 平成18年の地方税法改正により、第354条の２(国税関係資料の閲覧等)が追加され税
務署調査を行っています。

 適用条項によっては、別途、必要書類があるため、事前に、資産税課償却資産担当
(TEL 026-224-8376 直通)にお問い合わせください。

(9) 特別な計算方法等について

(6) 修正申告について

 また、電算処理による全資産申告方式の方で、平成31年度（令和元年度）以前に資産
の増減があり修正申告をする場合、修正申告書は各年度ごと作成してください。

 なお、非課税については地方税法第348条を、課税標準の特例については同法第349
条の３及び同法附則第15条を参照してください(被災代替償却資産、新型コロナウイ
ルス関連については別紙参照)。

ア 短縮耐用年数、増加償却、陳腐化償却について
 該当資産の摘要欄にその旨を記入し、併せて承認通知書(写)等の内容を証明できる
書類を提出してください。

イ 非課税、課税標準の特例について
 新たに該当資産を取得した場合は、該当資産の摘要欄に適用条項を記入し、併せて
「非課税申告書」又は「課税標準の特例に係る届出書」(長野市ホームページよりダ
ウンロードできます。)を提出してください。

 申告した内容に誤りがあったことが判明した場合は、速やかに修正申告書を提出して
ください。

 申告するべき事項について虚偽の内容を申告した場合は、懲役又は罰金を、正当な理
由がないのに申告をしなかった場合は、過料を課すことや延滞金を加算して不足税額を
追徴することがあります(地方税法第385条及び第386条、長野市市税条例第75条)。

 固定資産税(償却資産)は、申告年度より５年を限度として遡及し課税標準額の計算を
するため、申告内容によっては追徴又は還付になる場合があります(地方税法第17条の
５第５項)。
 課税標準額を過年度に遡及して計算した場合、「税額変更通知書」及び「納税通知書」は
各年度ごとに作成し、発送いたします。

(8) 虚偽の内容を申告した場合や申告をしなかった場合について

(7) 遡及について

(5) 実地調査･税務署調査について

ア 実地調査について
 長野市では、地方税法第408条に基づき実地調査を行っています。
 実地調査にお伺いする際には、事前にご連絡した上で減価償却資産の明細などを見
せていただきますので、ご協力をお願いします。

　税務署調査の際は、個人は所得税の申告書を、法人は法人税の申告書を閲覧していま

イ 税務署調査について
 平成18年の地方税法改正により、第354条の２(国税関係資料の閲覧等)が追加され税
務署調査を行っています。

 また、電算処理による全資産申告方式の方で、令和６年度以前に資産の増減があり修
正申告をする場合、修正申告書は各年度ごと作成してください。

なお、非課税については地方税法第348条を、課税標準の特例については同法第349
条の３、同法第349条の３の４及び地方税法附則第15条を参照してください。
適用条項によっては、別途、必要書類があるため、事前に、資産税課償却資産担当

(TEL 026-224-8376 直通)にお問い合わせください。

申告書の受理後、償却資産の申告内容が適正であることを確認するため、地方税法第
353条及び第408条に基づき資料提供の依頼、実地調査を行うことがありますので、そ
の際はご協力をお願いします。
また、地方税法第354条の２に基づき所得税又は法人税に関する資料について所管す

る税務署において閲覧を行っています。
以上の調査により、申告内容の修正をお願いすることがありますので、ご了承ください。
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屋外給排水設備、屋外雨水処理設
備(貯留槽、浸透升、排水管)、特
定の生産･業務用設備一式、瞬間
湯沸器（局所的なもの）

屋内給排水設備(高架水槽、受水
槽、ポンプ、ボールタップ、バル
ブ、カラン、配管)

ガス設備

浄化槽設備 家屋と一体でない設備一式 家屋と一体の設備一式

ボイラー、タンク、温度調節弁、
ポンプ、バルブ、カラン、配管

式一備設-備設ルーコスーナ

衛

生

設

備

給排水設備

屋外配管(メーターから外側)、屋
外ガス供給設備

中央式給湯設備 -

衛生器具設備

大便器、小便器、洗面化粧台、浴
槽、ユニットバス、ユニットシャ
ワー、キッチンユニット

中央式冷水設備 -

チラーユニット、タンク、冷却
塔、ポンプ、バルブ、カラン、配
管

-

屋内配管、バルブ、ガスカラン

テレビジョン
共同聴視設備

受像機、テレビ アンテナ、ブースターアンプ、分
配器、整合器、ケーブル、ボック
ス、配管、配線

電気時計配線設備

式一備設-備設線配ンホータンイ

拡声器配線設備
マイクロホン、スピーカー、アン
プ、ミキサ、出力制御装置

ボックス、配管、配線

親時計、子時計、配電盤等の装置 ボックス、配管、配線

工業用テレビ配線設備
カメラ、テレビ 同軸ケーブル、接栓、ボックス、

配管、配線

線配、管配、灯示表種各、器知感-置装制管車動自

線配、管配、置装報通-置装報通常非難盗

電話設備

電話機、交換機等の装置 端子盤、ボックス、ケーブルラッ
ク、ローテーションスタッド、配
管、配線

呼出信号設備 -
信号盤、押ボタン盤、ボックス、
配管、配線

５ 建築設備の償却資産と家屋の一般的な区分

区
分

設 備 の 種 類 償却資産とする主なもの 家屋に含める主なもの

※ 賃借人が事業のために取り付けた建築設備については「家屋に含める主なもの」に
区分していても申告が必要です。

電

気

設

備

電気設備

受変電設備一式、予備電源設備一
式(蓄電池設備、発電器設備)、電
力引込設備、中央監視設備

動力配線設備

特定の生産･業務用設備一式 分電盤、操作盤、手元開閉器、ワ
イヤリングダクト、プルボック
ス、配管、配線

電灯コンセント
配線設備

分電盤から外側の配線 電灯、分電盤、アウトレットボッ
クス、スイッチ、コンセント、ワ
イヤリングダクト、配管、配線

照明器具設備
屋外照明設備、ネオンサイン、投
光器、スポットライト、電球

屋内照明設備(照明器具、配管、
配線)

出退表示設備 -
表示器、押ボタン、ボックス、配
管、配線

-

屋外の配管、独立煙突・煙道

電

気

設

備

電気設備

受変電設備一式、予備電源設備一
式(蓄電池設備、発電器設備)、電
力引込設備、中央監視設備

動力配線設備

特定の生産･業務用設備一式 分電盤、操作盤、手元開閉器、ワ
イヤリングダクト、プルボック
ス、配管、配線

電灯コンセント
配線設備

分電盤から外側の配線 電灯、分電盤、アウトレットボッ
クス、スイッチ、コンセント、ワ
イヤリングダクト、配管、配線

照明器具設備
屋外照明設備、ネオンサイン、投
光器、スポットライト、電球

屋内照明設備(照明器具、配管、
配線)

出退表示設備 -
表示器、押ボタン、ボックス、配
管、配線

５ 建築設備の償却資産と家屋の一般的な区分

区
分

設 備 の 種 類 償却資産とする主なもの 家屋に含める主なもの

※ 賃借人が事業のために取り付けた建築設備については「家屋に含める主なもの」に
区分していても申告が必要です。

電話配線設備

電話機、交換機等の装置 端子盤、ボックス、ケーブルラッ
ク、ローテーションスタッド、配
管、配線

呼出信号設備 -
信号盤、押ボタン盤、ボックス、
配管、配線

自動車管制装置 - 感知器、各種表示灯、配管、配線

盗難非常通報装置 - 通報装置、配管、配線

テレビジョン
共同聴視設備

受像機、テレビ アンテナ、ブースターアンプ、分
配器、整合器、ケーブル、ボック
ス、配管、配線

電気時計配線設備

インターホン配線設備 - 設備一式

拡声器配線設備
マイクロホン、スピーカー、アン
プ、ミキサ、出力制御装置

ボックス、配管、配線

親時計、子時計、配電盤等の装置 ボックス、配管、配線

工業用テレビ配線設備
カメラ、テレビ 同軸ケーブル、接栓、ボックス、

配管、配線

ナースコール設備 - 設備一式

衛

生

設

備

給排水設備

屋外配管(メーターから外側)、屋
外ガス供給設備

中央式給湯設備 -

衛生器具設備

大便器、小便器、洗面化粧台、浴
槽、ユニットバス、ユニットシャ
ワー、キッチンユニット

中央式冷水設備 -

チラーユニット、タンク、冷却
塔、ポンプ、バルブ、カラン、配
管

-

屋内配管、バルブ、ガスカラン

屋外給排水設備、屋外雨水処理設
備(貯留槽、浸透升、排水管)、特
定の生産･業務用設備一式、瞬間
湯沸器（局所的なもの）

屋内給排水設備(高架水槽、受水
槽、ポンプ、ボールタップ、バル
ブ、カラン、配管)

ガス設備

浄化槽設備 家屋と一体でない設備一式 家屋と一体の設備一式

ボイラー、タンク、温度調節弁、
ポンプ、バルブ、カラン、配管

屋外給排水設備、屋外雨水処理設
備(貯留槽、浸透升、排水管)、特
定の生産･業務用設備一式、瞬間
湯沸器（局所的なもの）

屋内給排水設備(高架水槽、受水
槽、ポンプ、ボールタップ、バル
ブ、カラン、配管)

ガス設備

浄化槽設備 家屋と一体でない設備一式 家屋と一体の設備一式

ボイラー、タンク、温度調節弁、
ポンプ、バルブ、カラン、配管

ナースコール設備 - 設備一式

-　１０　-

衛

生

設

備

給排水設備

屋外配管(メーターから外側)、屋
外ガス供給設備

中央式給湯設備 屋外の配管、独立煙突、煙道

衛生器具設備

大便器、小便器、洗面化粧台、浴
槽、ユニットバス、ユニットシャ
ワー、キッチンユニット

中央式冷水設備 -

チラーユニット、タンク、冷却
塔、ポンプ、バルブ、カラン、配
管

-

屋内配管、バルブ、ガスカラン

テレビジョン
共同聴視設備

受像機、テレビ アンテナ、ブースターアンプ、分
配器、整合器、ケーブル、ボック
ス、配管、配線

電気時計配線設備

インターホン配線設備 - 設備一式

拡声器配線設備
マイクロホン、スピーカー、アン
プ、ミキサ、出力制御装置

ボックス、配管、配線

親時計、子時計、配電盤等の装置 ボックス、配管、配線

工業用テレビ配線設備
カメラ、テレビ 同軸ケーブル、接栓、ボックス、

配管、配線

自動車管制装置 - 感知器、各種表示灯、配管、配線

盗難非常通報装置 - 通報装置、配管、配線

電話配線設備

電話機、交換機等の装置 端子盤、ボックス、ケーブルラッ
ク、ローテーションスタッド、配
管、配線

呼出信号設備 -
信号盤、押ボタン盤、ボックス、
配管、配線

５ 建築設備の償却資産と家屋の一般的な区分

区
分

設 備 の 種 類 償却資産とする主なもの 家屋に含める主なもの

※ 賃借人が事業のために取り付けた建築設備については「家屋に含める主なもの」に
区分していても申告が必要です。

電

気

設

備

電気設備

受変電設備一式、予備電源設備一
式(蓄電池設備、発電機設備)、電
力引込設備、中央監視設備

動力配線設備

特定の生産･業務用設備一式 分電盤、操作盤、手元開閉器、ワ
イヤリングダクト、プルボック
ス、配管、配線

電灯コンセント
配線設備

分電盤から外側の配線 電灯、分電盤、アウトレットボッ
クス、スイッチ、コンセント、ワ
イヤリングダクト、配管、配線

照明器具設備
屋外照明設備、ネオンサイン、投
光器、スポットライト、電球

屋内照明設備(照明器具、配管、
配線)

出退表示設備 -
表示器、押ボタン、ボックス、配
管、配線
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区
分

設 備 の 種 類 償却資産とする主なもの 家屋に含める主なもの

空

調

設

備

中央熱源冷房設備 ルームエアコン（局所的なもの） 中央空調設備一式(冷凍機、冷却
塔、ボイラー、オイルタンク、ダ
クト、空調機、送風機、吹出口、
吹込口、ダンパー、コンベク
ター、自動制御機器、ポンプ、バ
ルブ、配管)

中央熱源直接暖房設備

中央熱源温風暖房設備

床暖房設備
個別空調設備一式(マルチシステ
ム・パッケージシステム、自動制
御機器等、送排風機、吹出口、ダ
ンパー、換気扇、天井扇、排煙
機、排煙口、給気口、ダクト、パ
イプコイル、循環ポンプ、配管）

換気設備、換気扇、天
井扇

一般機械排煙設備

非常用エレベーター
乗降ロビー

特別避難階段附室排煙

スプリンクラー設備

炭酸ガスボンベ用架台、ノズル、
サイレン、押ボタン、バルブ、配
管

泡消火設備
原液タンク、ヘッド、ポンプ、ポ
ンプ架台、バルブ、配管

突針、導線、接地電極

換気扇、天井扇
排煙機、排煙口、ダクト、ダン
パー、ベンチレーターベンチレーター

受信機、副受信機、感知器、Ｐ型
手動発信機、配管、配線

避雷突針設備 -

 エレベーター設備 -

ベルトコンベアー設備

生産用ベルトコンベアー設備一式 事務用ベルトコンベアー設備一式
(電動モーター、ベルト、ロー
ラー、滑車等)

防

災

設

備

火災報知設備 -

エンジン、ヘッド、ポンプ、バル
ブ、配管

気送管設備
気送子 気送管設備一式

避雷導体設備 - 導体、雑材

消火栓設備
消火器、ホース、ノズル、炭酸ガ
スボンベ

消火ポンプ、消火栓、サーアミー
ズコネクション、バルブ、配管

ドレンチャー設備 ヘッド、ポンプ、バルブ、配管

炭酸ガス消火設備

そ

の

他

設

備

その他設備

劇場照明設備、劇場スクリーン、
金庫室内装、ＰＯＳシステム、Ｃ
Ｄブース、独立焼却炉、独立煙
突、冷凍倉庫用設備一式、夜間金
庫、簡易間仕切り、カーテン、ブ
ラインド、避難用具、集合郵便受
け、文字看板、(袖)看板、広告塔

劇場等の舞台、背景等の巻取り、
吊下げ装置、舞台転換用装置、
幕、階段手すり等の特殊装飾、固
定椅子、グリル、ルーバー、金庫
扉、格子戸、化粧板、マンホール
扉、カウンター、風除けスクリー
ン、書庫扉、既成間仕切り、作り
付け家具(家屋と一体)

エスカレーター設備 - エスカレーター設備一式

清掃
設備 清掃設備 移可動の清掃機器 窓ふき用ゴンドラ(家屋と一体)

運

搬

設

備

エレベーター設備一式

ダムウェーター設備 - ダムウェーター設備一式

屋外
設備 屋外設備

立体駐車場、機械式駐車設備 非常階段、ポーチ、テラス、外廊
下

ルームエアコン（局所的なもの、
ウインド型・壁掛型）

屋外の装置、配線

消火器、ホース、ノズル、炭酸ガ
スボンベ、屋外の消火栓設備、パッ
ケージ型消火設備

消火ポンプ、消火栓、サイアミー
ズコネクション、バルブ、配管

チェアゴンドラ、移可動の清掃機器

劇場照明設備、劇場スクリーン、
金庫室内装、ＰＯＳシステム、Ｃ
Ｄブース、独立焼却炉、冷凍倉庫
用設備一式、夜間金庫、簡易間仕
切り、カーテン、ブラインド、避
難用具、集合郵便受け、文字看板、
(袖)看板、広告塔

気送管設備一式（エア・シューター）

既製間仕切り

非常階段、ポーチ、外廊下ウッドデッキ

区
分

設 備 の 種 類 償却資産とする主なもの 家屋に含める主なもの

空

調

設

備

中央熱源冷房設備 ルームエアコン（局所的なもの） 中央空調設備一式(冷凍機、冷却
塔、ボイラー、オイルタンク、ダ
クト、空調機、送風機、吹出口、
吹込口、ダンパー、コンベク
ター、自動制御機器、ポンプ、バ
ルブ、配管)

中央熱源直接暖房設備

中央熱源温風暖房設備

床暖房設備
個別空調設備一式(マルチシステ
ム・パッケージシステム、自動制
御機器等、送排風機、吹出口、ダ
ンパー、換気扇、天井扇、排煙
機、排煙口、給気口、ダクト、パ
イプコイル、循環ポンプ、配管）

換気設備、換気扇、天
井扇

一般機械排煙設備

非常用エレベーター
乗降ロビー

特別避難階段附室排煙

スプリンクラー設備

炭酸ガスボンベ用架台、ノズル、
サイレン、押ボタン、バルブ、配
管

泡消火設備
原液タンク、ヘッド、ポンプ、ポ
ンプ架台、バルブ、配管

突針、導線、接地電極

換気扇、天井扇
排煙機、排煙口、ダクト、ダン
パー、ベンチレーターベンチレーター

受信機、副受信機、感知器、Ｐ型
手動発信機、配管、配線

避雷突針設備 -

 エレベーター設備 -

ベルトコンベアー設備

生産用ベルトコンベアー設備一式 事務用ベルトコンベアー設備一式
(電動モーター、ベルト、ロー
ラー、滑車等)

防

災

設

備

火災報知設備 -

エンジン、ヘッド、ポンプ、バル
ブ、配管

気送管設備
気送子 気送管設備一式

避雷導体設備 - 導体、雑材

消火栓設備
消火器、ホース、ノズル、炭酸ガ
スボンベ

消火ポンプ、消火栓、サーアミー
ズコネクション、バルブ、配管

ドレンチャー設備 ヘッド、ポンプ、バルブ、配管

炭酸ガス消火設備

そ

の

他

設

備

その他設備

劇場照明設備、劇場スクリーン、
金庫室内装、ＰＯＳシステム、Ｃ
Ｄブース、独立焼却炉、独立煙
突、冷凍倉庫用設備一式、夜間金
庫、簡易間仕切り、カーテン、ブ
ラインド、避難用具、集合郵便受
け、文字看板、(袖)看板、広告塔

劇場等の舞台、背景等の巻取り、
吊下げ装置、舞台転換用装置、
幕、階段手すり等の特殊装飾、固
定椅子、グリル、ルーバー、金庫
扉、格子戸、化粧板、マンホール
扉、カウンター、風除けスクリー
ン、書庫扉、既成間仕切り、作り
付け家具(家屋と一体)

エスカレーター設備 - エスカレーター設備一式

清掃
設備 清掃設備 移可動の清掃機器 窓ふき用ゴンドラ(家屋と一体)

運

搬

設

備

エレベーター設備一式

ダムウェーター設備 - ダムウェーター設備一式

屋外
設備 屋外設備

立体駐車場、機械式駐車設備 非常階段、ポーチ、テラス、外廊
下
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評 価 額 ＝ 取 得 価 額 × ( １ － 減 価 率 ／ ２ )

イ 前年前に取得した資産

評 価 額 ＝ 前 年 度 評 価 額 × ( １ － 減 価 率 )

計算例１
　
　取得価額3,000,000円、取得年月令和２年３月、耐用年数10年の資産(A)の評価額

　令和３年度評価額 ＝ 3,000,000円 × ( １－0.206／２ ) ＝ 2,691,000円
　令和４年度評価額 ＝ 2,691,000円 × ( １－0.206 )     ＝ 2,136,654円
　令和５年度評価額 ＝ 2,136,654円 × ( １－0.206 )     ＝ 1,696,504円

　※ 耐用年数 10年の減価率：0.206 (Ｐ13 減価率表 参照)

６ 固定資産税(償却資産)の計算方法
（1）評価額の計算方法
 評価額は、取得価額を基に資産ごと耐用年数に応じた減価償却を行い計算します。な
お普通申告方式で申告される場合、評価額は長野市側のシステムで算出いたします。

ア 前年中に取得した資産

計算例２
　
　取得価額1,500,000円、取得年月令和４年３月、耐用年数20年の資産(B)の評価額

　令和５年度評価額 ＝ 1,500,000円 × ( １－0.109／２ ) ＝ 1,418,250円

　※ 耐用年数 20年の減価率：0.109 (Ｐ13 減価率表 参照)

(3) 決定価格
 資産１点ごとの評価額を合計した金額が決定価格です。

(4) 課税標準額
 決定価格の1,000円未満を切捨てた金額が課税標準額です。

(5) 税額
 課税標準額に1.4％(100分の1.4)を乗じ、100円未満を切捨てた金額が税額です。

計算例３

　資産(A)と資産(B)を所有する場合の税額
 
　令和５年度決定価格 ＝ 資産(A)1,696,504円 ＋ 資産(B)1,418,250円 ＝ 3,114,754円
　令和５年度課税標準額 ＝ 3,114,000円 (1,000円未満切捨て)

　令和５年度税額 ＝ 3,114,000円 × 0.014 ＝ 43,596 → 43,500円 (100円未満切捨て)

(2) 評価額の最低限度
 取得価額の５％(100分の５)です。

取得価額3,000,000円、取得年月令和４年３月、耐用年数10年の資産(A)の評価額

令和５年度評価額 ＝ 3,000,000円 × ( １－0.206 ／２ ) ＝ 2,691,000円
令和６年度評価額 ＝ 2,691,000円 × ( １－0.206 )     ＝ 2,136,654円
令和７年度評価額 ＝ 2,136,654円 × ( １－0.206 )     ＝ 1,696,504円

取得価額1,500,000円、取得年月令和６年３月、耐用年数20年の資産(B)の評価額

令和７年度評価額 ＝ 1,500,000円 × ( １－0.109 ／２ ) ＝ 1,418,250円

決定価格の1,000円未満を切り捨てた金額が課税標準額です。

課税標準額に1.4％(100分の1.4)を乗じ、100円未満を切り捨てた金額が税額です。

令和７年度決定価格 ＝ 資産(A)1,696,504円 ＋ 資産(B)1,418,250円 ＝ 3,114,754円 
令和７年度課税標準額 ＝ 3,114,000円 (1,000円未満切捨て)

令和７年度税額 ＝ 3,114,000円 × 0.014 ＝ 43,596 → 43,500円 (100円未満切捨て)

６ 固定資産税(償却資産)の計算方法
（1）評価額の計算方法

 評価額は、取得価額を基に資産ごと耐用年数に応じた減価償却を行い計算します。な
お、一般申告方式で申告される場合、評価額は長野市側のシステムで算出いたします。

(5) 税額
 課税標準額に1.4％(100分の1.4)を乗じ、100円未満を切捨てた金額が税額です。

 取得価額の５％(100分の５)です。
(3) 決定価格

  ア 前年中に取得した資産

計算例３
  資産(A)と資産(B)を所有する場合の税額
  令和４年度決定価格 ＝ 資産(A)1,696,504円 ＋ 資産(B)1,418,250円 ＝ 3,114,754円
　令和４年度課税標準額 ＝ 3,114,000円 (1,000円未満切捨て)
  令和４年度税額 ＝ 3,114,000円 × 0.014 ＝ 43,596 → 43,500円 (100円未満切捨て)

(2) 評価額の最低限度

評 価 額 ＝ 取 得 価 額 × ( １ － 減 価 率 ／ ２ )

 資産１点ごとの評価額を合計した金額が決定価格です。
(4) 課税標準額
 決定価格の1,000円未満を切捨てた金額が課税標準額です。

イ 前年前に取得した資産

評 価 額 ＝ 前 年 度 評 価 額 × ( １ － 減 価 率 )

計算例１
　取得価額3,000,000円、取得年月平成31年３月、耐用年数10年の資産(A)の評価額
  令和３年度評価額 ＝ 3,000,000円 × ( １－0.206／２ ) ＝ 2,691,000円
　令和４年度評価額 ＝ 2,691,000円 × ( １－0.206 )     ＝ 2,136,654円
　令和５年度評価額 ＝ 2,136,654円 × ( １－0.206 )     ＝ 1,696,504円
  ※ 耐用年数 10年の減価率：0.206 (減価率表 参照)

計算例２
　取得価額1,500,000円、取得年月令和３年３月、耐用年数20年の資産(B)の評価額
  令和４年度評価額 ＝ 1,500,000円 × ( １－0.109／２ ) ＝ 1,418,250円
  ※ 耐用年数 20年の減価率：0.109 (減価率表 参照)

参考 耐用年数に応ずる減価率表(抜粋)

耐用
年数

減価率
耐用
年数

減価率
耐用
年数

減価率
耐用
年数

減価率
耐用
年数

減価率

1 - 6 0.319 11 0.189 16 0.134 25 0.088

2 0.684 7 0.280 12 0.175 17 0.127 30 0.074

3 0.536 8 0.250 13 0.162 18 0.120 35 0.064

0.109

4 0.438 9 0.226 14

50
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0.152 19 0.114 40

0.045

※ 固定資産税(償却資産)の評価には、原則として減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和40年大蔵
省令第15号)別表第１、第２、第５及び第６に掲げる法定耐用年数を用います。また、短縮耐用年数、耐用
年数省令による見積耐用年数についても適用します。

0.056

5 0.369 10 0.206 15 0.142 20

－ 12 － － 13 －



耐用
年数

6

減価率減価率
耐用
年数

減価率
耐用
年数

3 0.536 8

16 0.134

0.162 18130.250

7 0.280

0.319

40 0.056

5

17

0.189

0.114

0.142

35

※ 固定資産税(償却資産)の評価には、原則として減価償却資産の耐用年数に関する省令

0.064

4 0.438

0.120

12

参考 耐用年数に応ずる減価率表(抜粋)

耐用
年数

0.127

耐用
年数

減価率

30 0.074

25 0.088

571.02 0.684

111 -

減価率

9 0.226 14 0.152 19

(昭和40年大蔵省令第15号)別表第１、第２、第５及び第６に掲げる法定耐用年数を用い
ます。

 また、短縮耐用年数、耐用年数省令による見積耐用年数についても適用します。

20 0.109 50 0.045100.369 0.206 15

※� 固定資産税（償却資産）の評価には、原則として減価償却資産の耐用年数等に関する省

令（昭和40年大蔵省令第15号）別表第１、第２、第５及び第６に掲げる耐用年数を用いま

す。

　 また、短縮耐用年数、耐用年数省令による見積耐用年数についても適用します。

－ 12 － － 13 －



原状回復義務なし・あり にかかわらず
申告必要（償却資産）

申告必要（償却資産）

 賃借人が建物附帯設備(内装設備)を取り付けた場合、家屋所有者と連名で「特定附
帯設備に係る固定資産税のみなし(分離)申出書」をご提出いただくことがあります。

平成17年６月29日以前

平成17年６月30日以降

 詳細は、資産税課家屋評価担当(TEL 026-224-7176 直通)にお問い合わせください。

 　 なお、平成17年６月29日以前に取り付けた建物附帯設備については、賃貸借
　 契約書等において定める原状回復義務の内容により判断します。

原状回復義務なし 対象外（家屋）

原状回復義務あり

オ　賃借人（テナント）が事業のために取り付けた建物附帯設備

 　 地方税法(第343条第９項)改正にあたり、平成17年６月30日に長野市市税条例
　 (第53条第６項)が改正されました。

　  この改正により、賃借人が事業に使用するために、借家に取り付けた建物附帯
　 設備については、賃借人を所有者とみなし、償却資産として課税します。

 　 そのため、平成17年６月30日以降に取り付けた建物附帯設備については、
　 賃借人が償却資産として申告する必要があります。

例 … 電気設備、給排水設備、衛生設備、内部造作(内装工事)等

　ウ　構造的に家屋と一体となっていない設備

例 … 屋外に設置した給水塔、屋外給排水設備、独立煙突等

　エ　顧客に対するサービス設備としての性格が強い設備

例 … ホテル、百貨店、病院等における厨房設備、洗濯設備等

投光器、スポットライト、電話交換機等

紡績工場における湿温度調和設備等

　イ　独立した機械や装置として使用する設備

例 … 発電･変電設備、中央監視制御装置、ルームエアコン、ネオンサイン、

Ａ  家屋と構造上一体となって家屋の効用を高める設備は、原則として家屋に含めて取
り扱いますが、次の設備については償却資産として取り扱います。

　ア　特定の生産・業務用設備

７　償却資産に関するＱ＆Ａ
（1）建物附帯設備について

Ｑ
 建物附帯設備における、家屋と償却資産の区分について説明してください。

例 … 工場における動力源である電気設備、冷凍倉庫における冷凍設備、

原状回復義務なし・あり にかかわらず
申告必要（償却資産）

申告必要（償却資産）

 賃借人が建物附帯設備(内装設備)を取り付けた場合、家屋所有者と連名で「特定附
帯設備に係る固定資産税のみなし(分離)申出書」をご提出いただくことがあります。

平成17年６月29日以前

平成17年６月30日以降

 詳細は、資産税課家屋評価担当(TEL 026-224-7176 直通)にお問い合わせください。

 　 なお、平成17年６月29日以前に取り付けた建物附帯設備については、賃貸借
　 契約書等において定める原状回復義務の内容により判断します。

原状回復義務なし 対象外（家屋）

原状回復義務あり

オ　賃借人（テナント）が事業のために取り付けた建物附帯設備

 　 地方税法(第343条第９項)改正にあたり、平成17年６月30日に長野市市税条例
　 (第53条第６項)が改正されました。

　  この改正により、賃借人が事業に使用するために、借家に取り付けた建物附帯
　 設備については、賃借人を所有者とみなし、償却資産として課税します。

 　 そのため、平成17年６月30日以降に取り付けた建物附帯設備については、
　 賃借人が償却資産として申告する必要があります。

例 … 電気設備、給排水設備、衛生設備、内部造作(内装工事)等

　ウ　構造的に家屋と一体となっていない設備

例 … 屋外に設置した給水塔、屋外給排水設備、独立煙突等

　エ　顧客に対するサービス設備としての性格が強い設備

例 … ホテル、百貨店、病院等における厨房設備、洗濯設備等

投光器、スポットライト、電話交換機等

紡績工場における湿温度調和設備等

　イ　独立した機械や装置として使用する設備

例 … 発電･変電設備、中央監視制御装置、ルームエアコン、ネオンサイン、

Ａ  家屋と構造上一体となって家屋の効用を高める設備は、原則として家屋に含めて取
り扱いますが、次の設備については償却資産として取り扱います。

　ア　特定の生産・業務用設備

７　償却資産に関するＱ＆Ａ
（1）建物附帯設備について

Ｑ
 建物附帯設備における、家屋と償却資産の区分について説明してください。

例 … 工場における動力源である電気設備、冷凍倉庫における冷凍設備、

原状回復義務なし・あり にかかわらず
申告必要（償却資産）

申告必要（償却資産）

 賃借人が建物附帯設備(内装設備)を取り付けた場合、家屋所有者と連名で「特定附
帯設備に係る固定資産税のみなし(分離)申出書」をご提出いただくことがあります。

平成17年６月29日以前

平成17年６月30日以降

 詳細は、資産税課家屋評価担当(TEL 026-224-7176 直通)にお問い合わせください。

 　 なお、平成17年６月29日以前に取り付けた建物附帯設備については、賃貸借
　 契約書等において定める原状回復義務の内容により判断します。

原状回復義務なし 対象外（家屋）

原状回復義務あり

オ　賃借人（テナント）が事業のために取り付けた建物附帯設備

 　 地方税法(第343条第９項)改正にあたり、平成17年６月30日に長野市市税条例
　 (第53条第６項)が改正されました。

　  この改正により、賃借人が事業に使用するために、借家に取り付けた建物附帯
　 設備については、賃借人を所有者とみなし、償却資産として課税します。

 　 そのため、平成17年６月30日以降に取り付けた建物附帯設備については、
　 賃借人が償却資産として申告する必要があります。

例 … 電気設備、給排水設備、衛生設備、内部造作(内装工事)等

　ウ　構造的に家屋と一体となっていない設備

例 … 屋外に設置した給水塔、屋外給排水設備、独立煙突等

　エ　顧客に対するサービス設備としての性格が強い設備

例 … ホテル、百貨店、病院等における厨房設備、洗濯設備等

投光器、スポットライト、電話交換機等

紡績工場における湿温度調和設備等

　イ　独立した機械や装置として使用する設備

例 … 発電･変電設備、中央監視制御装置、ルームエアコン、ネオンサイン、

Ａ  家屋と構造上一体となって家屋の効用を高める設備は、原則として家屋に含めて取
り扱いますが、次の設備については償却資産として取り扱います。

　ア　特定の生産・業務用設備

７　償却資産に関するＱ＆Ａ
（1）建物附帯設備について

Ｑ
 建物附帯設備における、家屋と償却資産の区分について説明してください。

例 … 工場における動力源である電気設備、冷凍倉庫における冷凍設備、

原状回復義務なし・あり にかかわらず
申告必要（償却資産）

申告必要（償却資産）

 賃借人が建物附帯設備(内装設備)を取り付けた場合、家屋所有者と連名で「特定附
帯設備に係る固定資産税のみなし(分離)申出書」をご提出いただくことがあります。

平成17年６月29日以前

平成17年６月30日以降

 詳細は、資産税課家屋評価担当(TEL 026-224-7176 直通)にお問い合わせください。

 　 なお、平成17年６月29日以前に取り付けた建物附帯設備については、賃貸借
　 契約書等において定める原状回復義務の内容により判断します。

原状回復義務なし 対象外（家屋）

原状回復義務あり

オ　賃借人（テナント）が事業のために取り付けた建物附帯設備

 　 地方税法(第343条第９項)改正にあたり、平成17年６月30日に長野市市税条例
　 (第53条第６項)が改正されました。

　  この改正により、賃借人が事業に使用するために、借家に取り付けた建物附帯
　 設備については、賃借人を所有者とみなし、償却資産として課税します。

 　 そのため、平成17年６月30日以降に取り付けた建物附帯設備については、
　 賃借人が償却資産として申告する必要があります。

例 … 電気設備、給排水設備、衛生設備、内部造作(内装工事)等

　ウ　構造的に家屋と一体となっていない設備

例 … 屋外に設置した給水塔、屋外給排水設備、独立煙突等

　エ　顧客に対するサービス設備としての性格が強い設備

例 … ホテル、百貨店、病院等における厨房設備、洗濯設備等

投光器、スポットライト、電話交換機等

紡績工場における湿温度調和設備等

　イ　独立した機械や装置として使用する設備

例 … 発電･変電設備、中央監視制御装置、ルームエアコン、ネオンサイン、

Ａ  家屋と構造上一体となって家屋の効用を高める設備は、原則として家屋に含めて取
り扱いますが、次の設備については償却資産として取り扱います。

　ア　特定の生産・業務用設備

７　償却資産に関するＱ＆Ａ
（1）建物附帯設備について

Ｑ
 建物附帯設備における、家屋と償却資産の区分について説明してください。

例 … 工場における動力源である電気設備、冷凍倉庫における冷凍設備、

原状回復義務なし・あり にかかわらず
申告必要（償却資産）

申告必要（償却資産）
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 賃借人が建物附帯設備(内装設備)を取り付けた場合、家屋所有者と連名で「特定附
帯設備に係る固定資産税のみなし(分離)申出書」をご提出いただくことがあります。

平成17年６月29日以前

平成17年６月30日以降

 詳細は、資産税課家屋評価担当(TEL 026-224-7176 直通)にお問い合わせください。

 　 なお、平成17年６月29日以前に取り付けた建物附帯設備については、賃貸借
　 契約書等において定める原状回復義務の内容により判断します。

原状回復義務なし 対象外（家屋）

原状回復義務あり

オ　賃借人（テナント）が事業のために取り付けた建物附帯設備

 　 地方税法(第343条第10項)改正にあたり、平成17年６月30日に長野市市税条例
　 (第53条第７項)が改正されました。

　  この改正により、賃借人が事業に使用するために、借家に取り付けた建物附帯
　 設備については、賃借人を所有者とみなし、償却資産として課税します。

 　 そのため、平成17年６月30日以降に取り付けた建物附帯設備については、
　 賃借人が償却資産として申告する必要があります。

例 … 電気設備、給排水設備、衛生設備、内部造作(内装工事)等

　ウ　構造的に家屋と一体となっていない設備

例 … 屋外に設置した給水塔、屋外給排水設備、独立煙突等

　エ　顧客に対するサービス設備としての性格が強い設備

例 … ホテル、百貨店、病院等における厨房設備、洗濯設備等

投光器、スポットライト、電話交換機等

紡績工場における湿温度調和設備等

　イ　独立した機械や装置として使用する設備

例 … 発電･変電設備、中央監視制御装置、ルームエアコン、ネオンサイン、

Ａ  家屋と構造上一体となって家屋の効用を高める設備は、原則として家屋に含めて取
り扱いますが、次の設備については償却資産として取り扱います。

　ア　特定の生産・業務用設備

８　償却資産に関するＱ＆Ａ
（1）建物附帯設備について

Ｑ
 建物附帯設備における、家屋と償却資産の区分について説明してください。

例 … 工場における動力源である電気設備、冷凍倉庫における冷凍設備、
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計算例１　法定耐用年数30年の構築物を建築から40年後に取得した場合

　30年 × 20／100 ＝ ６年

Ａ

イ 法定耐用年数の一部を経過した中古資産
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算した年数を耐用年数とします。
 なお、計算した年数に１年未満の端数がある場合には、端数を切捨てた年数を耐用
年数とします。
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計算例２　法定耐用年数30年の構築物を建築から12年後に取得した場合
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(3) 中古資産の耐用年数の見積り簡便法について

Ｑ  中古資産については、事業のために使用したとき以降の使用可能期間を見積もっ
て、耐用年数にすることができるそうですが、簡単に計算する方法はありませんか？

法定耐用年数の100分の20に相当する年数を耐用年数とします。
ア 法定耐用年数の全部を経過した中古資産
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所有権移転ファイナンス･リース

契 約 内 容 申 告 者 ( 納 税 者 )
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Ｑ
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改 良 費 区 分 評 価
原 則 区 分 評 価
一部合算評価可

本体設備と改良費は区別し
て申告してください。

評 価 額 の
最 低 限 度

取得価額の５％
(100 分 の ５ )

備 忘 価 額
１ 円

耐用年数を過ぎても事業用
として使われている間は申
告の対象となります。

短 縮 耐 用 年 数 、

増 加 償 却 、
陳 腐 化 償 却

認 め る 認 め る

該当資産の摘要欄にその旨
を記入し、必要書類を提出
してください(Ｐ9(9) 参
照)。

特　別　償　却 、
割　増　償　却

認 め な い 認 め る

圧 縮 記 帳 の
制 度

認 め な い 認 め る
圧縮前の金額を取得価額と
して申告してください。

前 年 中 の
新 規 取 得 資 産

半 年 償 却 月 割 償 却

減価償却の方法 旧 定 率 法
定 率 法 ･ 定 額 法
の 選 択 制 度

償却計算の期間
暦 年
(賦課期日制度)

事 業 年 度

取得価額が20万円未満で３
年間で損金に算入する資産
は申告不要です。

全額損金算入資産
(租税特別措置法)

申 告 対 象 申 告 対 象
取得価額が30万円未満で中
小企業者少額資産特例適用
の資産は申告が必要です。

少
額
減
価
償
却
資
産

３年一括償却資産 申 告 対 象 外 申 告 対 象

無形減価償却資産 申 告 対 象 外 申 告 対 象

生 物 一 部 申 告 対 象 申 告 対 象
観賞、興行等の事業のため
に使用する生物は申告が必
要です。

固 定 資 産 税 所 得 税 ･ 法 人 税 備 考

車 両 一 部 申 告 対 象 申 告 対 象
自動車税･軽自動車税の課税
対象でない車両は申告が必
要です(Ｐ６参照)。

建 物 附 帯 設 備 一 部 申 告 対 象 申 告 対 象

建 物 一 部 申 告 対 象 申 告 対 象
土地に定着していない簡易
倉庫や周壁のない車庫等は
申告が必要です。

申 告 の 区 分

(4) 所得税･法人税の減価償却資産との相違について

Ｑ 　固定資産税の課税対象となる償却資産と所得税･法人税における減価償却資産は、
どのような点で異なりますか？
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一部合算評価可

本体設備と改良費は区別し
て申告してください。
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８　償却資産申告書へのマイナンバーの記入について

 (1)本人が申告書を提出する場合　①、②を持参してください。

①マイナンバー(個人番号)確認資料 ②身元確認資料

 次のうちいずれか一つの書類を提示  次のうちいずれか一つの書類を提示

 １　個人番号カード １　個人番号カード

 ２　個人番号記載の住民票 ２　運転免許証、パスポートなど
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 ※申告者以外の代理人が申告書を持参される場合は、下記の委任状をご使用ください。

 次のうちいずれか一つの書類を提出

 １　委任状

③代理権の確認資料

 ２　税務代理権限証書

３　公的医療保険の保険証(国保、介護保険証など)

４　税理士証票

５　本人のみが取得できる官公署発行・発給のもの

５　本人のみが取得できる官公署発行・発給のもの

②代理人の身元確認資料

 ※郵送による申告の場合は、①と②の書類の写しを同封してください。

　平成28年１月からマイナンバーを利用した行政手続の開始により、償却資産申告書にマ
イナンバー(個人番号）、法人番号の記入をお願いしています。個人事業者の方は、番号
法(第16条)に基づき、以下の資料により申告者本人のマイナンバー(個人番号12桁）の確
認、及び申告者本人の身元確認を実施します。法人事業者の方については、確認資料の提
出は不要です。
　申告書のマイナンバー記入欄にアスタリスク(＊)が印字されている方は、マイナンバー
の確認が完了しておりますので、確認資料の提出を省略していただいて差し支えありませ
ん。アスタリスクが印字されている方でも、マイナンバーの変更があった場合は、改めて
記入をお願いします。
　なお、マイナンバー(個人番号）、法人番号の記入がない場合でも、申告書は有効なも
のとして受理します。

 次のうちいずれか一つの書類を提示

 １　個人番号カード １　個人番号カード

 ２　個人番号記載の住民票の写し ２　運転免許証、パスポートなど

 次のうちいずれか一つの書類の写しを提出

３　公的医療保険の保険証(国保、介護保険証など)

４　本市より送付した印字された償却資産申告書

 (2)代理人が申告書を提出する場合　①、②、③を持参してください。

①申告者本人のマイナンバー(個人番
号)確認資料

償却資産申告書の提出における個人番号の提供に関する権限

（委任者）

令和　　年　　月　　日

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

(必ず委任者(申告者)の方が自署押印してください)

委　任　状

記

(個人事業者用)

住所                                                        

氏名                                                        

私は、上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。

(代理人) 　

切り取り線✂
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 ２　個人番号記載の住民票 ２　運転免許証、パスポートなど
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認、及び申告者本人の身元確認を実施します。法人事業者の方については、確認資料の提
出は不要です。
　申告書のマイナンバー記入欄にアスタリスク(＊)が印字されている方は、マイナンバー
の確認が完了しておりますので、確認資料の提出を省略していただいて差し支えありませ
ん。アスタリスクが印字されている方でも、マイナンバーの変更があった場合は、改めて
記入をお願いします。
　なお、マイナンバー(個人番号）、法人番号の記入がない場合でも、申告書は有効なも
のとして受理します。

 次のうちいずれか一つの書類を提示

 １　個人番号カード １　個人番号カード

 ２　個人番号記載の住民票の写し ２　運転免許証、パスポートなど

 次のうちいずれか一つの書類の写しを提出

３　公的医療保険の保険証(国保、介護保険証など)

４　本市より送付した印字された償却資産申告書

 (2)代理人が申告書を提出する場合　①、②、③を持参してください。

①申告者本人のマイナンバー(個人番
号)確認資料

　平成28年１月からマイナンバーを利用した行政手続の開始により、償却資産申告書にマ
イナンバー (個人番号）、法人番号の記入をお願いしています。個人は、番号法(第16条)
に基づき、以下の資料により申告者本人のマイナンバー (個人番号12桁）の確認、及び申
告者本人の身元確認を実施します。法人については、確認資料の提出は不要です。
　申告書のマイナンバー記入欄にアスタリスク(＊)が印字されている方は、マイナンバー
の確認が完了しておりますので、確認資料の提出を省略していただいて差し支えありませ
ん。アスタリスクが印字されている方でも、マイナンバーの変更があった場合は、改めて
記入をお願いします。
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のとして受理します。

(必ず委任者(申告者)が自署押印してください)
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　長野市財政部資産税課償却資産担当
（市役所第一庁舎３階）　

　〒３８０－８５１２

　長野県長野市大字鶴賀緑町1613番地

　ＴＥＬ ０２６－２２４－８３７６

　ＦＡＸ ０２６－２２４－７０８３

     Email　sisanzei@city.nagano.lg.jp

　　なお、申告書の提出が法定期限に間に合わなかった場合は、閲覧期間中に

　「償却資産課税台帳」を交付できないことがあります。

　　課税内容の確認について

提 出 先

問 合 せ 先

及　　び

固定資産税の課税標準額及び税額の閲覧期間

毎年４月１日から５月31日まで

　　閲覧期間中は請求者に無料で現年度の「償却資産課税台帳」を交付します。

　　閲覧期間以外や過年度の「償却資産課税台帳」の交付については有料です。

　（手数料１枚あたり300円）

毎年４月１日から５月31日まで

（土・日曜日及び祝休日を除く）

　閲覧期間中は請求者に無料で現年度の「償却資産課税台帳」を交付します。

　閲覧期間以外や過年度の「償却資産課税台帳」の交付については有料です。

（手数料１枚あたり300円）

　なお、申告書の提出が法定期限（１月31日）に間に合わなかった場合は、

閲覧期間中に「償却資産課税台帳」を交付できないことがあります。


